
 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン 
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第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン（戦略編）の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スマート（快適・先端） ウェルネス（健康） ユニバーサル（共生） 

第３章 行財政運営の方向性（Ｐ８５～９５） 

１ 行財政運営における現状 

２ 行政運営の目指す姿と取組方針・取組例 

３ 財政運営の視点と取組方針 

４ 「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針 

５ 中期実施計画や個別計画の策定などによる施策の推進  

第１章 分野横断的に取り組む施策（Ｐ１～２６） 

１ ユニバーサル（共生）プロジェクト 

２ ウェルネス（健康）プロジェクト 

３ スマート（快適・先端）プロジェクト 

４ 人口減少緩和プロジェクト 

 

第２章 まちづくりの基本目標ごとに取り組む施策（Ｐ２７～８４） 

        子ども 

・若者 

生活・ 

暮らし 
地域 

安全・ 

安心 
経済 

スポーツ 

・文化 
環境 

都市 

空間 



1 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 分野横断的に取り組む施策 
 

１ ユニバーサル（共生）プロジェクト 

２ ウェルネス（健康）プロジェクト 

３ スマート（快適・先端）プロジェクト 

４ 人口減少緩和プロジェクト 
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第１章 分野横断的に取り組む施策 

この章では、ビジョン編に掲げる「目指すべき都市像」の実現に向け、分野横断的に取り組む施策

（プロジェクト）を定めます。このプロジェクトについては、ロードマップ1や成果指標（アウトカム

指標）を設定するなど、施策の実効性を確保するための目安を設け、適切な進捗管理を行います。 

 

ビジョン編では、札幌市の現在と将来に関する考察のまとめとして、今後は人口減少の緩和を進め

ることはもとより、人口構造を始めとする様々な変化に大きな影響を受けず、その変化を積極的に生

かし持続的に成長していくことが必要になると整理し、「目指すべき都市像」を設定しました。 

また、この都市像の実現に向けてまちづくり2を進めていく上での重要な概念である「まちづくりの

重要概念」として、「ユニバーサル（共生）」・「ウェルネス（健康）」・「スマート（快適・先端）」を定

めました。 

今後、札幌市がまちづくりを進めていくに当たっては、より複雑化した課題が顕在化することも見

込まれることから、こうした課題に対しては個別の「まちづくりの分野」における取組にとどまらず、

より一層「分野横断的」に立ち向かい、戦略的にまちづくりを進めていくことが求められます。  

そこで、戦略編では、３つの「まちづくりの重要概念」を踏まえ、分野をまたがる課題を整理し、

分野横断的に取り組む施策として、人口構造を始めとする様々な変化に大きな影響を受けず、その変

化を積極的に生かし持続的に成長していくために取り組む４つのプロジェクトと、人口減少の緩和を

進めていくために取り組むプロジェクトの計５つのプロジェクトを設定します。なお、「まちづくり

の分野」ごとに取り組む施策については、第２章で定めていきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
1 【ロードマップ】ある作業をするときの手順表や行程表 
2 【まちづくり】快適な生活環境の確保、地域社会における安全や安心の推進など、暮らしやすいまちを実現するための公共

的な活動の総体。札幌市自治基本条例第２条第２項に規定するまちづくりと同義 

分野横断的に取り組む施策（プロジェクト）の設定の考え方 

【参考】分野横断的に取り組む施策（プロジェクト）に関するビジョン編と戦略編の関係図 

 

 

 

 

ウェルネス 

（健康） 

プロジェクト 

ユニバーサル

（共生） 

プロジェクト 

スマート 

（快適・先端） 

プロジェクト１  

プロジェクト２ 

 

人口減少緩和 

プロジェクト 

札幌市の現在と将来に関する考察のまとめ 

 

「ひと」「ゆき」「みどり」の織りなす輝きが、豊かな暮らしと 

新たな価値を創る、持続可能な世界都市・さっぽろ 

目指すべき都市像 

 

戦

略

編 

ビ

ジ

ョ

ン

編 
人口減少の緩和を進めることはもとより、人口構造を始めとする様々な変化に大きな

影響を受けず、その変化を積極的に生かし持続的に成長することが必要 

 

 

 分野横断的に取り組む施策（プロジェクト）の設定 

対応する施策 
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「誰もが多様性を尊重し、互いに手を携え、心豊かにつながること。また、支える人と支えられ

る人という一方向の関係性を超え、双方向に支え合うこと」 

⇒誰もが互いにその個性や能力を認め合い、多様性が強みとなる社会の実現 

 

 

「誰もが幸せを感じながら生活し、生涯現役として活躍できること。身体的・精神的・社会的に

健康であること」 

⇒誰もが生涯健康で、学び、自分らしく活躍できる社会の実現 

 

 
 

「誰もが先端技術などの利点を享受でき、生活の快適性やまちの魅力が高まっていること。誰も

が新たな価値や可能性の創出に向けて、挑戦できること」 

⇒誰もが先端技術などにより快適に暮らし、新たな価値の創出に挑戦できる社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ユニバーサル（共生） 

ウェルネス（健康） 

スマート（快適・先端） 

【参考】まちづくりの重要概念 

【参考】各プロジェクトとまちづくりの分野との関係 
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１ ユニバーサル（共生）プロジェクト 

札幌市においては、２０４０年代に高齢者人口がピークを迎え、全体の約４割を占めることが予想

されている中で、今後は、移動を始めとする日常生活で身体の機能上の制限を受ける方が増加してい

くことが予想されます。 

また、直近１０年間の札幌市の調査結果では、障がいのある人にとって地域で暮らしやすいまちで

あると思う人の割合は約３割と低い数値で推移しています。 

さらに、男女格差を数値化したジェンダーギャップ指数3について、日本は１４６か国中１１６位と

主要先進国で最下位となっており、市民アンケート調査の結果では、職場や学校教育の場などの様々

な場面における男女の平等意識が低くなっています。また、地域における多世代交流が重要と考える

市民の割合が低いなど、地域意識の希薄化が明らかになっています。 

さらには、労働力不足等に伴う国による特定技能制度4などの外国人材の受入れの拡大により、今後

は、市内で暮らす外国人が増加していくことも予想されます。 

このような中で、今後は、年齢、性別5、国籍、民族、障がいの有無等を問わず、「誰もが互いにそ

の個性や能力を認め合い、多様性が強みとなる社会」を実現していくことが必要です。この実現に向

けては、困りごとを感じている当事者の意見も聞きながら、札幌市（行政）だけでなく、市民や企業

と共にハード・ソフト両面での施策はもとより、意識の改革に向けた施策を一体的に推進していきま

す。 

ユニバーサル（共生）プロジェクト 

障壁（バリア）を取り除くとともに、全ての人の利便性の向上に向けた取組の推進 

 

（１）プロジェクトの三本柱 

 

○札幌市バリアフリー基本構想6で定めた重点整備地区7内の生活関連経路8や主要公園9のトイレ・園

路・駐車場のバリアフリー化10を推進します。 

○中小規模の飲食店・診療所等のほか、宿泊施設のバリアフリー改修等への支援を行うなど、民間建

 
3 【ジェンダーギャップ指数】国ごとの男女格差の度合いを示す指標。なお、男女の違いで生じている格差のことをジェンダー

ギャップという。 
4 【特定技能制度】国内人材を確保することが困難な状況にある産業分野において、一定の専門性・技能を有する外国人を

受け入れることを目的とする制度 
5 【性別】ここでは、生物学上の性別のみならず、社会的・文化的に作られた性別（ジェンダー）、自己が認識している性別（性

自認）、恋愛や性愛の対象となる性別（性的指向）を含む。 
6 【札幌市バリアフリー基本構想】「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき策定している行政計

画。本市では、当該計画に示す旅客施設、車両、道路、公園、建築物などのバリアフリー化の方向性に基づき、取組を実施

することとしている。 
7 【重点整備地区】バリアフリー化の事業を重点的かつ一体的に実施するために指定した駅等を中心とする地区 
8 【生活関連経路】高齢者や障がいのある方等が日常生活において利用する施設と中心駅等を結ぶ路線など 
9 【主要公園】ここでは、モエレ沼公園などの 10 か所の総合公園、手稲稲積公園などの３か所の運動公園と大通公園などの２

か所の特殊公園をいう。 
10 【バリアフリー化】高齢者や障がいのある方などが社会生活をしていく上で障壁となるものを除去すること。道路、建物、交

通手段などの物理的な障壁のほか、制度面、文化・情報面や意識面のものを含めた全ての障壁をなくすことを意味している。

なお、こうした障壁が除去された状態をバリアフリーという。 

①誰もが円滑に移動することができ、快適に利用できる施設などの整備 ～移動経路・建築物～ 
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築物のバリアフリー化を促進します。 

〇既存の市有建築物や災害時に避難所の機能を担う学校施設のバリアフリー改修を推進するほか、区

役所庁舎などへのユニバーサルデザイン11の導入や表示の多言語化を推進します。 

○５００㎡未満の小規模の民間建築物や市有建築物について、建築主などがより対応しやすいバリア

フリー化の整備基準を設定します。 

〇駅などの旅客施設のバリアフリー化を進めるほか、ノンステップバス12やＵＤタクシー13の導入を促

進するとともに、再生可能エネルギー等を利用したロードヒーティング14の導入を進めるなど、地

下鉄駅のエレベーターとタクシー・バス乗り場の冬季の乗換機能を強化し、四季を通じて円滑に移

動できる交通環境の整備を進めます。 

 

○社会から孤立し、不安や悩みを抱える女性への支援や障がい特性に応じたコミュニケーション支援

など、年齢、性別、国籍、民族、障がいの有無等に応じたサービスや制度を充実します。 

〇災害時における要配慮者15などへの避難行動や避難生活における支援を充実させるほか、男女共同

参画16や多文化共生17の視点に立った防災体制づくりを推進します。 

〇都心18における地下ネットワーク等の案内サインの充実化・統一化を進めるほか、官民連携により、

車いす等で移動できるバリアフリー経路の情報発信や冬期の移動を支援するツールの活用などを

促進するとともに、介助手配等の情報を異なる交通機関の間で共有できる仕組みを構築するなど、

四季を通じて円滑に移動することができるサービスの実現を目指します。 

 

○学校において子どもの多様性を尊重した学びを実践していくとともに、子どもの権利やジェンダー

平等、障がいのある方や高齢者の特性や困りごとへの理解の促進など、市民や企業等の意識向上に

向けた取組を推進します。 

○企業における性的マイノリティ19への理解やワーク・ライフ・バランス20に関する取組を推進するほ

か、高齢者や障がいのある方、女性、外国人等の社会参加・雇用を促進するなど、誰もが自分らし

く活躍できる環境の整備を進めます。 

○障がい者スポーツの体験会の充実や障がいのある方向けの文化芸術イベントの開催など、スポーツ

や文化を通じた心のバリアフリー21の浸透に向けた取組を推進します。  

 
11 【ユニバーサルデザイン】障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいようあらかじめ都市や

生活環境をデザインする考え方 
12 【ノンステップバス】高齢者や障がいのある方などが乗り降りしやすいバリアフリー対応のバス 
13 【ＵＤタクシー】健康な方はもちろんのこと、足腰の弱い高齢者、車いす使用者、ベビーカー利用の親子連れ、妊娠中の方な

どの誰もが利用しやすいタクシー 
14 【再生可能エネルギー等を利用したヒーティング】下水の水温と外気温の温度差のエネルギーなどを活用した融雪装置 
15 【要配慮者】高齢者、障がいのある方、乳幼児、妊産婦、外国人など、災害の発生やそのおそれがある場合に自分の力だけ

では避難することや避難場所で生活することが困難な方 
16 【男女共同参画】性別にかかわらず、互いに人権を尊重しつつ責任を分かち合い、その個性と能力を十分に発揮できる状

態 
17 【多文化共生】国籍等の異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員

として共に生きていくこと 
18 【都心】ＪＲ札幌駅北口一帯・大通と東８丁目・篠路通の交差点付近・中島公園の北端付近・大通公園の西端付近を頂点と

して結ぶ、北海道・札幌市の魅力と活力をけん引し、国際競争力を備えた高次の都市機能が集積するエリア 
19 【性的マイノリティ】典型的とされてきた性のあり方にとらわれない人々 
20 【ワーク・ライフ・バランス】やりがいのある仕事と充実した個人生活が調和したバランスの良い働き方・生き方 
21 【心のバリアフリー】様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションを取り、

③心のバリアフリーの浸透と誰もが自分らしく活躍できる環境の整備 ～意識～ 

②当事者への支援と情報発信の充実 ～制度・情報～ 
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（２）プロジェクトの推進による 10年後の札幌市 

〇市有施設や民間施設のバリアフリー化が進んでいます。 

〇四季を通じて円滑に移動できる交通環境の整備が進んでいます。 

〇年齢、性別、国籍、民族、障がいの有無等に応じたサービスやバリアフリー情報の発信などのソフ

ト面の支援が充実しています。 

〇行政はもとより市民や企業に心のバリアフリーの考えが浸透して、多様性への理解が進み、誰もが

暮らしやすいまちになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

支え合うこと。 
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（３）ロードマップ 

プロジェクトの三本柱 2022年                        2031年 

誰もが円滑に移動するこ

とができ、快適に利用で

きる施設などの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事者への支援と情報発

信の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

心のバリアフリーの浸透

と誰もが自分らしく活躍

できる環境の整備 

 

 

 

 

 

 

（４）成果指標 

指標 現状値 目標値 

まちのバリアフリー化が進ん

でいると感じる市民の割合 

５４．９％ 

（令和４年度（2022年度）） 

７５．０％ 

（令和 13年度（2031年度）） 

高齢者・障がいのある方等の

立場を理解して行動ができて

いる人の割合 

３７．０％ 

（令和４年度（2022年度）） 

 

７０．０％ 

（令和 13年度（2031年度）） 

 

 

地下鉄エレベーターとタク 
シー・バス乗り場の乗継経 
路への再生可能エネルギー 
等を利用したロードヒーティ 
ングの導入検討 

 

生活関連経路や主要公園のバリアフリー化の推進 

車いすでも移動
できる経路情報
などのバリアフ
リー情報の発信
検討 

 

導入 

発信 

高齢者や障がいのある方、外国人などの社会参加・雇用の促進 

当事者の特性や困りごとに応じたサービスや制度の充実 

小規模建築物の 
バリアフリー化 
の基準検討 

 

基準の運用 

市有建築物のバリアフリー化や区役所庁舎などへの 
ユニバーサルデザインの導入 

災害時における要配慮者などへの避難行動や避難生活における
支援の充実 

宿泊施設のバリ
アフリー改修な
どへの支援検討 

支援 

子どもの多様性を尊重した学びの提供 

市民や企業等への当事者の特性や困りごとなどの理解の促進 
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２ ウェルネス（健康）プロジェクト 

国では、健康寿命22を平成２８年（２０１６年）比で令和２２年（２０４０年）までに３年以上延

伸するという目標を掲げ、健康寿命の延伸に向けた取組を推進しています。 

札幌市においても、市民の健康寿命の延伸に向け、「平均寿命」の延びを上回る「健康寿命」の延び 

を目標として取組を推進していますが、市民の健康寿命は男女共に全国や他の政令指定都市23と比較

しても短いことに加え、他の政令指定都市と比較してがんや糖尿病による死亡率や喫煙率が高く、健

康の分野に課題を抱えているといえます。 

 また、少子高齢化も進んでおり、２０４０年代には６５歳以上の高齢者人口はピークを迎え、生産

年齢人口は１００万人を割る見込みとなっております。その後も総人口に占める高齢者の割合は増え

続け、２０６０年代には市民の２.５人に１人が高齢者となることが予想されます。 

このような中、高齢者の就業希望率24は全国や他の政令指定都市の平均を上回っているものの、有

業率25は政令指定都市の中で最も低くなっており、高齢者の希望が叶えられていないことが課題とな

っています。 

これらのことから、今後は、「誰もが生涯健康で、学び、自分らしく活躍できる社会」を実現してい

くことが必要です。 

そのため、健康寿命の延伸に向けて、子ども、働く世代、高齢者といった各世代における健康的な

行動を促す「ソフト面」の対策と、各地域における健康的な行動を行う環境である「ハード面」の整

備の両側面から効果的な対策を推進していきます。また、精神的に充実し、人生１００年時代26に生

き生きと活躍するため、学びや就労、ボランティアなどの社会参加の場も充実していきます。 

 

ウェルネス（健康）プロジェクト 

生涯を通じた健康づくりや社会参加の場の充実に向けた取組の推進 
 

（１）プロジェクトの三本柱 

 

○子どもの健康への意欲や関心を引き出すため、学校や公園などにおける子どもの運動機会・習慣づ

くりや食育を推進します。 

〇働く世代の健康無関心層などに対し、日常の運動量の増加や食生活の改善が自然と促される仕組み

の構築や喫煙対策を進めます。 

〇専門職員がフレイル27の改善マネジメントを行うことにより、介護予防・重症化予防を強化するほ

か、多様な主体による健康づくり活動を推進します。 

 
22 【健康寿命】健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間 
23 【政令指定都市】人口５０万人以上の市で、地方自治法第２５２条の１９の規定に基づいて政令によって指定されたもの 
24 【就業希望率】無業者のうち就業を希望する者の割合 
25 【有業率】１５歳以上人口に占める有業者の割合 
26 【人生１００年時代】ロンドン・ビジネス・スクール教授であるリンダ・グラットン氏が共著「ライフ・シフト １００年時代の人生戦

略」で提唱した言葉。寿命の長期化により先進国の平成１９年（２００７年）生まれの２人に１人が１０３歳まで生きる時代が到

来するとし、１００年間生きることを前提とした人生設計の必要性を論じたもの 
27 【フレイル】年齢を重ねることにより体や心の働き・社会的なつながりが弱くなった状態 

①健康行動の促進 ～身体的な健康（ソフト面）～ 
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〇豊かな自然や多様な都市機能28などの札幌市ならではの資源を活用しながら、気軽に運動を楽しむ

ことができる機会を充実させるほか、スポーツで得られた医学的知見を活用することなどにより、

スポーツによる健康で活力のある社会を実現できる仕組みの構築を進めます。 

 

○居心地が良く歩きたくなり、多様な活動ができる・滞留したくなる空間の形成に向けて、都心・地

域交流拠点29・住宅市街地のそれぞれの特性を生かした空間の整備を進めます。 

〇都心では、回遊性の向上に向けて官民連携による地下歩行ネットワークの充実を図るとともに、道

路などの公共的空間の整備・活用を促進するほか、移動環境の充実に向けた交通施策を推進します。

また、都心のみどりづくりの推進やＰａｒｋ－ＰＦＩ30などによる民間事業者と連携した公園の魅

力向上策を推進します。 

〇地域交流拠点では、歩きたくなるまちづくりのガイドラインを策定し、多様な都市機能が集積する

拠点ごとの特性を踏まえた空間の形成を進めます。 

〇住宅市街地では、公園の再整備や機能分担のほか、必要性が高い地域における公園づくりなどによ

る魅力向上策を検討します。また、地域ごとの自然や歴史、文化などの情報発信に取り組むととも

に、公園等で歩くスキーができる環境を充実させるなど、市民が身近な場所で運動することができ

る仕組みの構築を進めます。 

 

○本を借りる場所から、様々な人や情報が集まる、出会いと成長の新たな学びの空間として地区図書

館31の役割・機能を強化するとともに、自然史などの郷土の魅力について学ぶ環境を充実します。 

〇学習ニーズに即した講師派遣や学習機会のマッチングを行うなど、札幌市生涯学習センターのコー

ディネート機能を強化します。 

〇就労支援施設や図書館などにおける職業能力向上に係る機能を強化するとともに、大学と連携した

リカレント教育32を行うほか、文化芸術等の市民向け講座を開催するなど、様々な人が学び、つな

がることができる環境を整備します。また、ＩＣＴ33を活用した新たなつながりの拡大やデジタル

リテラシー34を身に付ける機会を充実します。 

〇まちづくり活動に参加しやすい環境の整備、ボランティアの育成や活動機会の創出など、幅広い世

代の市民によるまちづくりの充実に向けた支援を行います。また、高齢者雇用の促進のため、就業

機会の充実に向けたセミナー等を実施するほか、企業とのマッチング機能を強化するとともに、高

齢者の持つノウハウを生かした社会参加の場を創出します。 

 
28 【都市機能】都市の持つ種々の働きのことで、商業、居住、工業、交通、政治、行政、教育などの諸活動によって担われる。 
29 【地域交流拠点】主要な交通結節点周辺や区役所周辺などで、商業・サービス機能や行政機能など多様な都市機能が集

積し、人々の交流が生まれ生活圏域の拠点となるエリア 
30 【Ｐａｒｋ－ＰＦＩ】飲食店、売店などの公園利用者の利便の向上に資する公園施設の設置と、当該施設から生じる収益を活

用してその周辺の園路、広場などの一般の公園利用者が利用できる公園施設の整備等を一体的に行う事業者を、公募に

より選定する制度 
31 【地区図書館】中央区を除く各区に存在する図書館。現在、新琴似図書館、元町図書館、東札幌図書館、厚別図書館、西岡

図書館、清田図書館、澄川図書館、山の手図書館と曙図書館の 9館がある。 
32 【リカレント教育】学校教育から離れた後の学び直しや仕事などで求められる能力を伸ばすための学び 
33 【ICT】Information and Communication Technology の略。情報や通信に関連する科学技術の総称。ＩＴ

（Information Technology）も同義として用いられる。 
34 【デジタルリテラシー】デジタル機器の操作などに関する能力や情報を取り扱う上での理解のほか、情報や情報手段を主体

的に選択し、収集し、活用するための能力を指す。 

②ウォーカブルシティの推進 ～身体的な健康（ハード面）～ 

③人生１００年時代の学びと社会参加の促進 ～精神的・社会的な健康～ 
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（２）プロジェクトの推進による 10年後の札幌市 

〇子ども、働く世代、高齢者などの世代に応じた健康づくり活動等のソフト面での支援が充実してお

り、生涯を通じて健康的で生き生きと活躍しています。 

〇都心・地域交流拠点・住宅市街地のそれぞれの特性を生かした居心地が良く歩きたくなる空間の整

備により、快適にまち歩きを楽しむことができています。 

〇図書館などの学びに関する施設や機会が充実しており、誰もが生涯を通じて学び、自身の能力を生

かして社会とつながりながら活躍しています。 
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（３）ロードマップ 

プロジェクトの三本柱 2022年                        2031年 

健康行動の促進 

 

 

 

ウォーカブルシティの推

進 

【都心】 

 

 

 

【地域交流拠点】 

 

 

 

【住宅市街地】 

 

 

人生１００年時代の学び

と社会参加の促進 

 

 

 

 

  

効果の見える
化等を意識し
た健康意識を
高める取組の
検証 

 
各世代に対する健康行動（運動、食生活の改善、喫煙対策など）の促進 

 健康意識を高める取組の実施 

「歩きたくな
るまちづくり
ガイドライ
ン」の策定 
ガイドライ
ン」の策定 

 

地上・地下の重層的な歩行ネットワークの整備 

ガイドラインに基づいた
取組の実施 

ウォーキングマップなどによる公園等の地域の既存資源を活用し
た歩きたくなる仕組みづくり 

図書館などの地域における 
役割・機能の検討 

ウォーカブル
空間創出に
向けた実証
実験 

 

Park-PFIなどによる公園の魅力向上策の推進 

取組の実施 

社会参加の機会の充実 
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（４）成果指標 

指標 現状値 目標値 

市民の健康

寿命 

男性 ７１．３４歳（平成２８年（201６年）） 

女性 ７２．８９歳（平成２８年（201６年）） 

男性 ７３．２２歳（令和 13年（2031年）） 

女性 ７４．７７歳（令和 13年（2031年）） 

 

日常生活に

おける１日

あたりの歩

行時間 

60分 

（令和４年度（2022年度）） 

 

７0分 

（令和 13年度（2031年度）） 

生涯学習 35

をしている

市民の割合 

７６．２% 

（令和４年度（2022年度）） 

 

８０．０% 

（令和 13年度（2031年度）） 

社会的役割

を感じる市

民の割合 

・1８～64歳 

４８．８%（令和３年度（2022年度）） 

・65歳以上 

３９．４%（令和３年度（2022年度）） 

 

・1８～64歳 

７０．０%（令和 13年度（2031年度）） 

・65歳以上 

６５．０%（令和 13年度（2031年度）） 

 

 

   

 
35 【生涯学習】学校での教育や学習のみならず、生涯にわたって、あらゆる機会や場所において、各人の興味・関心や社会的

な課題などに応じ、自発的な意思と選択に基づき行われる様々な学習活動のこと。 
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３ スマート（快適・先端）プロジェクト 

札幌市の生産年齢人口36は、令和２年（２０２０年）で約１２１万人（総人口の約６１％）となっ

ていますが、今後更に減少し、２０４０年代には１００万人（総人口の約５３％）を割る見込みとな

っていることから、生産年齢人口が減少する中でも経済活動等を維持していくため、先端技術の活用

などにより、生産性を向上させていくことが必要です。また、社会全体のデジタル化が加速している

中、費用対効果や業務効率化の視点のみならず、「市民の利便性向上」を主眼にデジタル技術を活用

し、複雑多様化する社会課題の解決と地域社会の持続的な発展につなげていくことが求められます。 

さらには、一人当たりの市民所得37が政令指定都市の中で低位であるという課題を受け、市内産業

の競争力を高めていくとともに、理系人材を始めとした大卒・院卒者の道外への転出超過傾向が続い

ている中で、今後はますます新たな価値を創出することができる人材の育成や定着を図っていかなけ

ればなりません。 

一方、環境面に目を向けると、近年、温室効果ガス排出量の増加に伴う平均気温の上昇や降水量の

変化などの気候変動による災害が世界各地で頻発している中で、地球規模での環境保全の動きが活発

化しているところであり、脱炭素社会38の実現に向け、国際社会の一員としての取組を加速させてい

く必要があります。また、札幌市は年間約５ｍもの「雪」が降る地域にありながら、１９０万人を超

える市民が生活するという世界でも希少な都市であり、札幌市が持つ「雪」という資源を最大限に活

用していく必要もあります。 

このような中で、今後は、デジタル技術の急速な進歩や地球規模での環境保全の意識の高まりを踏

まえ、様々な資源を掛け合わせ、新たな価値を生み出していく観点から、成長が期待される分野であ

るＩＴ分野やクリエイティブ分野、健康福祉・医療分野などを意識しながら、「誰もが先端技術などに

より快適に暮らし、新たな価値の創出に挑戦できる社会」を実現していくことが求められます。 

そのため、デジタル社会の形成や、産業振興の観点から更なる成長が期待される分野を始めとした

人材育成・産業競争力の強化に向けた取組を進めるとともに、ゼロカーボンの推進や雪との共生・利

活用に向けた取組を推進していきます。 
 

スマート（快適・先端）プロジェクト１ 

スマートシティ39の推進と人材育成・産業競争力の強化 
 

（１）プロジェクトの三本柱 

 

○市民にとって利便性の高い行政サービスを提供するため、行政手続のオンライン化の推進に加え、

デジタル技術を活用して行政サービスを高度化していくとともに、マイナンバーカードの普及・利

 
36 【生産年齢人口】１５歳以上 65歳未満の年齢に該当する人口 
37 【一人当たりの市民所得】企業の所得なども含んだ市民経済全体の水準を表す指標。市民個人の給与や実収入などの平

均値とは異なる。 
38 【脱炭素社会】ゼロカーボン（地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を実質ゼロにすること）を実現する社会 
39 【スマートシティ】ＩＣＴなどの新技術を活用しつつ、マネジメント(計画、整備、管理・運営等)の高度化により、都市や地域の

抱える諸課題の解決を行い、新たな価値を創出し続ける持続可能な都市や地域であり、Society 5.0（サイバー空間（仮想

空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心

の社会（Society））の先行的な実現の場 

①行政のデジタル改革 
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活用の促進や自治体システムの標準化40を進めます。 

〇より質の高い市民サービスを提供するため、庁内のＩＣＴ機器の整備や庁内ネットワークの再構築

41を行うとともに、職員のデジタル・ワークスタイル42の推進に取り組みます。 

 

 

○健康・医療・介護、教育・研究、防災・減災、モビリティ、インフラ、環境・エネルギーなど、分

野の垣根を越えた先進的なサービスの創出に向けて、データの利活用・連携などにより、スマート

シティを推進します。 

〇中小企業のＤＸ43支援、中小企業の生産性向上支援・テレワークの定着による働き方改革や、デジ

タル人材の確保・育成、スタートアップ44との協働による行政のオープンイノベーション45の推進の

ほか、データセンター46等のデジタルインフラ47の集積などを促進します。 
 

 

○小・中学校におけるＩＣＴ機器等の効果的な活用を推進するとともに、市立高等学校における数理・

データサイエンス48・ＡＩ49・ＩＴに関する教育の推進や英語教育の充実によるデータサイエンス人

材・グローバル人材50の育成を行います。また、北海道大学を中心としたアントレプレナーシップ

教育51の実施によるスタートアップに関する人材育成のほか、札幌市立大学におけるデザイン・看

護分野とＡＩ・ＩＴ分野を掛け合わせた専門性・実践能力を有する人材の育成など、地域の特色あ

る教育を推進します。 

○国内外から企業・人材の創出・獲得や投資・モノを呼び込むため、ＩＴ・クリエイティブ人材の育

成・確保、成長企業の創出・誘致、バイオ人材・企業の育成や研究開発環境の充実を図るほか、ス

タートアップ、支援人材・組織等の集積によるスタートアップ・エコシステム52の成熟に向けて北

 
40 【自治体システムの標準化】各自治体で異なる申請手続きや様式の統一など住民の利便性を高めるため、国が定める標準

仕様に準拠する情報システムへ移行すること。 
41 【庁内ネットワークの再構築】現在の庁内ネットワークを、利便性の高いインターネットサービスと連携できるよう、扱う情報

の機密性・重要性に応じ分け、個人情報を分離するなど再構築すること。 
42 【デジタル・ワークスタイル】テレワーク（ＩＣＴを活用した、時間や場所に捉われない柔軟な働き方）、ペーパーレスなど、デジ

タル技術を活用した働き方 
43 【デジタルトランスフォーメーション】デジタル技術の活用により、ビジネスモデルの改変や市民生活の質の向上を始めとし

た社会や経済、生活といったあらゆる面における大きな変革をもたらすこと。 
44 【スタートアップ】社会や多くの人々が抱える課題を解決するため、革新的なアイディアや技術などを基に、新しい形態のサ

ービスやビジネスを展開する企業のうち、社会に影響を与えることが期待でき、短期間で急成長を志向するもの 
45 【オープンイノベーション】組織内部のイノベーションを促進するために、意図的かつ積極的に内部と外部の技術やアイディ

アなどの資源の流出入を活用し、その結果組織内で創出したイノベーションを組織外に展開する市場機会を増やすこと。 
46 【データセンター】サーバーやネットワーク機器を設置・運用することに特化した施設のこと。 
47 【デジタルインフラ】データを収集し、伝達し、処理する役割を担う、５G（第５世代移動通信システム）、通信網、データセンタ

ーなどのデジタルに関する社会基盤 
48 【データサイエンス】データから有益な知見を得ようとする学問分野。統計学やデータ分析・データ解析などのアプローチを

用い、データから科学や社会、ビジネスなどに役立つ価値を引き出すことなどができる。このデータサイエンスに関する専門

的な知識・スキルを有する人材をデータサイエンス人材という。 
49 【ＡＩ】Artificial Intelligence（アーティフィシャル・インテリジェンス）の略。人工的にコンピューター上などで人間と同様

の知能を実現させようという試み、あるいはそのための一連の基礎技術 
50 【グローバル人材】豊かな語学力やコミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神などを身に付けた様々な

分野で活躍できる人材 
51 【アントレプレナーシップ教育】新事業の立ち上げや新商品の開発などに高い意欲を有し、リスクに対しても積極的に挑戦し

ていく起業家精神などを育む教育 
52 【スタートアップ・エコシステム】起業家、起業支援者、企業、大学、金融機関、公的機関などが結びつき、スタートアップ（社

会や多くの人々が抱える課題を解決するため、革新的なアイディアや技術などを基に、新しい形態のサービスやビジネスを

展開する企業のうち、社会に影響を与えることが期待でき、短期間で急成長を志向するもの）を次々と生み出し、それがま

②地域社会のデジタル改革 
 

③人材育成・産業競争力の強化 
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海道大学等の研究機関と連携しながら取り組みます。また、国内外からの人材・企業の誘致を図る

ほか、海外投資家からの投資や、ＤＸやゼロカーボン、ＳＤＧｓ53の機運の高まりを捉えた投資の

獲得などを推進します。 

 

 

官民のデータ連携により、先進的なサービスが創出され、いつでも個々人に最適化された利便性の

高いサービスが受けられる社会をデジタル社会といいます。このデジタル社会の実現に向けては、デ

ジタルの活用による行政サービスの効率化・高度化（行政のデジタル改革）だけではなく、スマート

シティの取組や地域産業のデジタル化（地域社会のデジタル改革）を両輪として推進する必要があり

ます。 

また、スマートシティの実現に向けては、データ連携基盤54や札幌市ＩＣＴ活用プラットフォーム

55などを活用し、分野や地域の垣根を越えた、先進的なサービスを創出することが重要となります。 

〇サービスの創出のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た優れた人材・技術・資金を呼び込み、発展を続けることを生態系になぞらえたもの 
53 【ＳＤＧｓ】Sustainable Development Goalsの略。平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された令和１２年（２

０３０年）までの世界共通の目標である「持続可能な開発目標」のこと。「誰一人取り残さない」という理念の下、１７のゴール

（目標）と１６９のターゲット（取組・手段）で構成され、全ての主体が取り組む普遍的なもの 
54 【データ連携基盤】異なるデータを自動的に集めて管理するためのシステムやツールなどのこと。 
55 【札幌市ＩＣＴ活用プラットフォーム】市民生活の利便性の向上や新たなサービスの創出による経済の活性化のほか、行政

が保有するデータの活用を容易にすることによる行政の信頼性や透明性の向上を目指し、官民が保有する様々なデータを

協調して利活用することができるシステム 

コラム ー デジタル社会の実現に向けて 

データ連携基盤 
 様々なデータを企業や札幌市が効率的にデジタルサービスに変換して、市民に提供しやすくするもの 

市民・観光客など 
創出された複数のサービスをワンストップ（一つのアプリ）で利用する 

例：子育て情報の発信（施設、子育て関連のコミュニティ、相談先など）、高齢者向けのサービス（健康増進、医療・施設など）や新サービス

（市民・観光客が活用できる統合型の生活・観光・防災支援サービス、移動・配送等の生活MaaSなど）を提供 

 

企業・札幌市など 
必要なデータを活用した最適なサービスを考え、利用者に提供する 

医療、福祉、子育てに関するデータ 
 ・病院の医療体制やベッド数、本人同意による患者の病状や服用中
の薬の情報 
 ・本人同意による高齢者や障がいのある方の居住地や必要な介助 
 ・子育て施設の概要や設置場所 

防災・防犯、モビリティ、インフラに関するデータ 
 ・災害時におけるインフラ等の被災状況 
 ・電車やバスの時刻表・混雑状況や道路の渋滞状況 
 ・工事中の情報や除排雪作業の状況 
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（２）プロジェクトの推進による 10年後の札幌市 

〇デジタルでの手続き等を希望する市民がオンライン上であらゆる行政手続を行えるようになって

おり、市民生活の利便性・快適性が向上しています。 

〇企業や行政機関において、デジタル・ワークスタイルが定着し、生産性が向上しています。 

〇官民のデータ連携が進み、多くの先進的なサービスが創出されるとともに、企業のデジタル化が進

むほか、競争力を高め、地域課題の解決に向けチャレンジしています。 

〇札幌市の子ども・若者は、ＩＣＴ機器等の効果的な活用により情報活用能力が向上しているほか、

豊かな語学力やコミュニケーション能力などを身に付け、様々な分野で国際的に活躍しているとと

もに、高校・大学では高度人材56などの育成が進んでいます。 

〇ＩＴ、クリエイティブ、健康医療バイオ産業などの成長分野を中心として、国内外から企業・人材・

投資・モノを呼び込んでいます。 

 

 

 

  

 
56 【高度人材】専門的な知識・スキルを有する人材 
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（３）ロードマップ 

プロジェクトの三本柱 2022年                        2031年 

行政のデジタル改革 

 

 

 

 

 

地域社会のデジタル改革 

 

 

 

 

 

人材育成・産業競争力の

強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）成果指標 

指標 現状値 目標値 

デジタル化が進んでいると実

感している市民の割合 

５０．２% 

（令和４年度（2022年度）） 

７０．０% 

（令和 13年度（2031年度）） 

人口一人当たりの市内総生

産57（名目）  

３．８６百万円/人 

（令和元年度（2019年度）） 

４．２4百万円/人 

（令和 13年度（2031年度）） 

 
57 【市内総生産】一定期間内に市内で生み出された付加価値額の総額。経済を総合的に把握する統計資料として用いられ、

実際に取引されている価格に基づいて推計された「名目」と、物価変動の影響を取り除いた「実質」がある。 

北海道大学におけるアントレプレナーシップ教育の実施と 
道内他大学への拡大 

 

ＩＴ人材の育成・確保支援の拡充 

 
エコシステムの多様性強化 
グローバル化促進などの支援
官民ファンド組成 

主要な行政手続のオンライン

化 

 

導入・推進 
自治体情報システムの 
標準化への対応 

 
スマートシティの実装 
・横展開 
 

デジタル・ワークスタイルの導入・推進 

データの利活用・データ連携の推進 

データセンターなどのデジタルインフラの集積 

 

札幌市立大学（ＡＩＴセンター）
と市立高校が連携した講義の 
実施 

 

他の市立高校などに 
連携拡大 

道内大学生の市内就職の促進・首都圏ＵＩＪ 
・高度ＩＴ外国人の確保支援の拡充 

 

エコシステ
ムの多様性
支援 

スタートアッ
プ集積による
産業化に向け
た支援 

高度ＩＴ人材
確保の促進 

データ 
取引市場
の開設 

 

モデル地区における 
スマートシティの実証・実験 

 

小中学校に
おけるＩＣ
Ｔ機器など
の導入 

ＩＣＴ機器等を効果的に活用した学びの推進 

中小企業のＤＸ推進に向けた支援の拡充 

 

利便性の向上 
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スマート（快適・先端）プロジェクト２ 

ゼロカーボンの推進と冬季の生活を維持し、雪を積極的に利活用する取組の推進 
 

（１）プロジェクトの三本柱 

 

○温室効果ガス排出量の削減に向けて、エネルギーの有効活用を図るとともに、住宅やビルの高断熱・

高気密化の促進・支援のほか、都心のエネルギーネットワーク58を活用したエネルギーの面的利用

の促進などを行います。 

〇道内における再生可能エネルギー59による発電の規模の拡大が見込まれる中、市内における発電の

増加を図るほか、市民・企業などによる再生可能エネルギー電力の利用の促進を進めるとともに、

道内各地で発電された再生可能エネルギー電力の市内利用（再生可能エネルギーの地産地消に関す

る広域連携）に向けた手法の構築などを行います。 

○プラスチックごみを始めとするごみの焼却量を削減するとともに、吸収源である森林の整備や道産

木材の利用の促進などを行います。 

〇次世代自動車60のうちゼロエミッション自動車61の導入促進や水素モデル街区の整備を進めます。 

〇誰もが環境保全や気候変動対策などに取り組んでいくため、ＳＤＧｓを意識した学びの推進やライ

フスタイルの変革の促進、環境に関する新技術の開発への支援などを行います。 

 

○高齢化の更なる進行や生産年齢人口の減少に伴う除雪従事者の減少等といった社会環境の中にお

いても、持続可能な除排雪体制を確保するため、ＩＣＴ等を活用した除排雪作業の効率化・省力化

を進めるほか、建設産業の活性化の取組による担い手確保、市民と行政との協働の推進や共助の促

進、雪対策施設の計画的な維持・更新などに取り組むとともに、大雪時においては、排雪作業の前

倒しと強化、雪堆積場等の増強など、積雪深や気象、除排雪作業の進捗状況に応じた臨機応変な対

応を行います。 

 

○ウインタースポーツ・冬の文化芸術を楽しむことができる機会・環境づくりなどを行うとともに、

都市型スノーリゾートシティ62としてのブランド化を図るため、スキー場の魅力向上や冬季観光コ

ンテンツの充実などを行います。 

〇豊富に存在する雪を利活用する雪冷熱エネルギーについて、最新技術の動向を注視しながら、今後

の活用の可能性について研究します。 

 
58 【エネルギーネットワーク】地域熱供給（一定の地域内で冷房、暖房、給湯などの熱需要を満たすため、１か所あるいは数か

所の熱供給設備で集中的に製造された冷水、温水、蒸気などの熱媒を、熱導管を通じて複数の建物へ供給するシステム）

の熱導管や配電線、通信線などをネットワーク状に整備し、情報通信技術を用いて効率的なエネルギー利用を図るシステム 
59 【再生可能エネルギー】太陽光、地熱、風力、水力、雪冷熱など、エネルギー源として永続的に利用することができるものの

総称 
60 【次世代自動車】電気自動車、燃料電池自動車（水素と酸素を化学反応させて電気をつくり、モーターで走行する自動車。

走行時には水しか排出しない。）、ハイブリッド自動車、クリーンディーゼル自動車、天然ガス自動車などの走行時における

環境負荷が小さい自動車の総称 
61 【ゼロエミッション自動車】走行中に二酸化炭素を全く排出しない電気自動車（ＥＶ）や燃料電池自動車などの自動車 
62 【都市型スノーリゾートシティ】市内スキー場やスノーアクティビティなどの雪体験コンテンツに加え、充実した都市機能や観

光コンテンツがあり、まち全体で冬を楽しむことができる都市 

 

①ゼロカーボンの推進 
 

②雪との共生 
 

③雪の利活用 
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（２）プロジェクトの推進による 10年後の札幌市 

〇市民や企業などが、エネルギー性能の高い建物であるＺＥＨ・ＺＥＢ63や省エネルギー機器などを

積極的に選択・導入しており、省エネルギー化が加速しています。 

〇道内各地域との連携の下に、再生可能エネルギーや資源を活用するなど、脱炭素社会の実現に向け

て先駆的に取り組んでいます。 

〇市民・企業などが、ごみの減量等に積極的に取り組んでおり、ごみの焼却量が削減しています。 

〇市民や企業などが、新たなクリーンエネルギーである水素を利活用しているとともに、ゼロエミッ

ション自動車を選択しています。 

〇環境保全や気候変動対策などに取り組む市民や企業が増加し、ライフスタイルの変革や技術革新が

進んでいます。 

〇先端技術の活用などにより除排雪作業の更なる効率化・省力化が進み、持続可能な除排雪体制が確

保され、安心して冬を過ごしています。 

〇ウインタースポーツや冬の文化芸術が多くの市民・観光客に親しまれているとともに、都市型スノ

ーリゾートシティとしてのブランド化が進み、道内連携による北海道全体での「一大スノーリゾー

トエリア」としての世界的ブランドが確立しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
63 【ＺＥＨ・ＺＥＢ】Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）・Net Zero Energy Building（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ビル）の略。断熱性能や省エネ性能を上げるとともに、太陽光発電などでエネルギーを創ることにより、年間

の消費エネルギー量の収支を実質ゼロにする住まい・ビル 
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（３）ロードマップ 

プロジェクトの三本柱 2022年                        2031年 

ゼロカーボンの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雪との共生 

 

 

 

雪の利活用 

 

 

 

 

 

 

（４）成果指標 

指標 現状値 目標値 

温室効果ガス排出量 
1,150万 t-CO2 

(平成 30年度（2018年度）) 

４８５万 t-CO2 

（令和 13年度（2031年度）） 

１人乗りが可能な除雪

機械台数※ 

175台 

(令和 4年度(2022年度)) 

６00台 

（令和 13年度（2031年度）） 

冬期（１２～３月）の

観光客数 

421万人 

(平成 30年度（2018年度）) 

546万人 

（令和 13年度（2031年度）） 

※バックカメラなどの安全装置を設置し、１名乗車を可能とした除雪機械を導入することで、限られた人員でも安全

に作業が行える体制を構築 

  

建設産業活性化の取組による担い手の確保 

 
各スキー場
の魅力アッ
プ構想の策
定への支援 

 

各スキー場の魅力アップ構想に基づく 
取組への支援 

スキー場・関連事業者の連携事業の支援 
民間の冬季観光コンテンツ創出事業への支援 

除排雪作業の効率化・省力化 

市民・企業等に対するＺＥＨ・ＺＥＢ化や省エネルギー機器 
導入の促進、市有施設のＺＥＢ化などによる省エネルギー化 
の推進 

 都心のエネルギーネットワークの活用によるエネルギーの 
面的利用の促進・ＩＣＴなどの活用によるエネルギー利用 
の最適化 

ＳＤＧｓを意識した学びの推進・環境に関する技術開発への支援 

 

再生可能エネ
ルギーに関す
る広域連携に
向けた検討 

再生可能エネルギーに関する広域連携の推進 
市民・企業などによる再生可能エネルギー電力の
利用促進 
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４ 人口減少緩和プロジェクト  

札幌市の人口はこれまで一貫して増加傾向にありましたが、住民基本台帳に基づく令和４年（２０

２２年）１月１日時点の人口は、政令指定都市への移行後初めて減少に転じており、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大の影響もあり先行きを見通すことができませんが、長期的には更なる人口減少

が見込まれます。 

札幌市における令和２年（２０２０年）の合計特殊出生率64は１．０９と全国的に見ても低く、市

民の希望出生率65とかい離がある上、２０歳代の若年層の道外への転出超過傾向も続いています。こ

うした傾向については、札幌市の産業構成、若者の就労・所得状況、子育て環境などの様々な要因が

考えられます。 

また、札幌市には大学等の研究機関が集積し、先端的な研究を行う大学を有することが強みとして

挙げられますが、大学間の連携や大学と行政、企業などとの連携が少ないという課題があります。 

このような中で、今後は、人口減少の緩和に向けて、大学等の研究機関の集積という強みを生かし、

若者との接点を持つ大学に着目して札幌圏の各大学との連携を強化していくことや、将来的な地元定

着などに向けた長期的な視点を踏まえた取組を進めていくことが必要です。 

そのため、これまで取り組んできた、豊かで安定した暮らしに資する「質の高い雇用創出と魅力的

な都市づくり」や「結婚・出産・子育てを支える環境づくり」について、札幌市の合計特殊出生率な

どに影響を与える要因や国内外の事例も調査分析しながら有効な事業を展開するとともに、より若い

世代へ向けたアプローチを強化します。 

 

人口減少緩和プロジェクト 

結婚や出産を望む市民の希望を実現するとともに、住み続けたくなる取組の推進 

 

（１）プロジェクトの三本柱 

 

○高度人材の雇用の受け皿となるスタートアップへの支援に加え、成長分野の企業誘致や本社機能の

移転に対する支援を強化するとともに、地元企業の挑戦や国内外に向けた販路拡大への取組を支援

します。 

○雇用環境の魅力を高め、道外からの人材誘致の取組を強化するほか、幅広い年代の人材を育成し、

就労を促進します。こうした取組のほか、職場・家庭などにおけるジェンダーギャップの解消を進

めるとともに、市民が結婚や出産に対して前向きになれるよう、社会全体で子育てを支える機運を

醸成します。 

〇より多くの人に選ばれるまちとなるために、観光・スポーツ・文化芸術やまちづくり活動といった

様々な側面から、札幌市ならではの魅力を一層高めます。 

  

 
64 【合計特殊出生率】その年次の１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が仮にその年次の年

齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 
65 【希望出生率】若い世代の結婚や出産の希望が実現した場合の出生率。平成３０年（２０１８年）に札幌市が行ったアンケート

により算出した希望出生率は１．６５。 

①質の高い雇用創出と魅力的な都市づくり 
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○個人の自己決定権を尊重しつつ、結婚・出産・子育ての不安を緩和する支援や保育サービスを充実

させるとともに、子育て世帯などの家計負担の軽減を拡充します。 

〇全ての子どもの健やかな成長のため、多様なニーズに応じた学びの機会を得ることができるよう、

多様な学びを支える環境を充実します。 

 

 

○大学との連携により戦略的なまちづくりを加速し、若者の地元定着につなげるとともに、大学間の

連携強化に向けた支援や大学・企業・地域コミュニティの活性化を推進します。 

〇大学生以外の若い世代（専門学生、中高生など）に対し、ライフデザイン66に関する意識向上の取

組や、地元の魅力・特色を学ぶ機会を充実します。 

〇多様な主体と連携して、個々が心や体の健康を正しく理解し、自分らしいライフデザインが描ける

環境の構築を進めます。 

○札幌市ならではの魅力を市内外の若い世代に向けて発信することなどにより、都市としてのブラン

ドイメージを向上します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
66 【ライフデザイン】ここでは、「これからどんな人生を送りたいか」についての個人の価値観に基づいた考え方のことをいう。 

③若い世代へ向けたアプローチの強化 

②結婚・出産・子育てを支える環境づくり 
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（２）プロジェクトの推進による１０年後の札幌市 

○高度人材などの雇用の受け皿となる企業が成長しています。 

○職場・家庭などにおいてジェンダー平等が実現しています。 

〇観光・スポーツ・文化芸術などの面で、札幌市の魅力が一層高まっています。 

〇結婚・出産・子育ての不安を緩和する支援や保育サービス、家計負担の軽減に向けた支援が充実し、

結婚、出産や子育てに関する市民の希望が実現しています。 

○子育てをする市民が子育てを楽しみながら生き生きと暮らしています。 

○若者がより一層札幌市の魅力・特色を感じています。 

○若者が心や体の健康を正しく理解し、自分らしいライフデザインが描ける環境が整っています。 
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（３）ロードマップ 

プロジェクトの三本柱 2022年                        2031年 

質の高い雇用創出と魅力

的な都市づくり 

 

 

 

 

 

結婚・出産・子育てを支

える環境づくり 

 

 

 

 

 

若い世代へ向けたアプロ

ーチの強化 

 

 

 

 

 

 

（４）成果指標 

指標 現状値 目標値 

合計特殊出生率 

１．０８（令和３年（２０21年）） 

（１．０9（令和２年（２０２０年））） 

 

・アンケート調査を基に算出した

市民の希望出生率まで上昇される

ことを目指す 

（令和 13年度（2031年度）） 

※アンケート調査は令和５年度中

に実施 

※前回調査（平成３０年）の市民の希

望出生率 1.６５ 

２０～２９歳の道外への

転出超過数 

２,１３５人 

（令和 4年（２０22年）） 

０人 

（令和 13年（2031年）） 

  

スタートアップへの支援、企業誘致、本社機能移転に対する 
支援などによる雇用の創出 

 
ジェンダー 
ギャップ解
消策の検討 

 

新たなジェンダーギャップ解消策の実施 

結婚・出産・子育ての不安を緩和する支援の充実 

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの普及 

 

ワーク・ライフ・バランスの更なる浸透 

大学間連携
への支援 

大学間連携や産学官連携による地域課題解決 

ライフデザインに関する 
学習プログラムの開発 

ライフデザインに関する 
学習プログラムの実施 
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第２章 まちづくりの基本目標ごとに取り組

む施策 
 

 

１ 子ども・若者 

２ 生活・暮らし 

３ 地域 

４ 安全・安心 

５ 経済 

６ スポーツ・文化 

７ 環境 

８ 都市空間 
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第２章 まちづくりの基本目標ごとに取り組む施策 

ビジョン編では、「目指すべき都市像」の実現に向けて、札幌市の強みや弱み、機会と脅威を整理す

るとともに、「まちづくりの重要概念」である「ユニバーサル（共生）」・「ウェルネス（健康）」・「スマ

ート（快適・先端）」のほか、ＳＤＧｓの理念やゴールを踏まえて考察し、８の「まちづくりの分野」

と２０の「まちづくりの基本目標」を定めました。また、今後のまちづくりの方向性を具体的にイメ

ージできるようにするため、「まちづくりの基本目標」ごとに「目指す姿」を掲げています。 

この章では、ビジョン編で定めた「まちづくりの基本目標」と「目指す姿」の実現に向けて、「まち

づくりの分野」ごとに取り組む施策を掲げます。なお、異なる分野の課題を統合的に解決していくこ

ともＳＤＧｓの重要な考え方であることから、具体的な施策を実行していくに当たっては、分野間の

連携を取りながら、適切に対応していきます。 

また、市民視点で「まちづくりの基本目標」がどの程度達成されているかを定量的に把握するため、

市民による５段階評価（「市民評価」、５に近いほど高い評価）を実施します。この結果や、中期実施

計画、個別計画等に掲げる指標の動向等をもとに、施策を多面的に評価し、この結果を踏まえた改善

を適時行います。 

 

まちづくりの分野 まちづくりの基本目標 

１子ども・若者 

１安心して子どもを生み育てることができる、子育てに優しいまち 
２誰一人取り残されずに、子どもが伸び伸びと成長し、若者が希望を持って
暮らすまち 

３一人一人の良さや可能性を大切にする教育を通して、子どもが健やかに育
つまち 

２生活・暮らし 
４誰もが健康的に暮らし、生涯活躍できるまち 
５生活しやすく住みよいまち 

３地域 
６互いに認め合い、支え合うまち 
７誰もがまちづくり活動に参加でき、コミュニティを育むまち 

４安全・安心 
８誰もが災害に備え、迅速に回復し、復興できるまち 
９日常の安全が保たれたまち 

５経済 
10強みを生かした産業が北海道の経済をけん引しているまち 
11多様な主体と高い生産性、チャレンジできる文化が経済成長を支えるまち 
12雇用が安定的に確保され、多様な働き方ができるまち 

６スポーツ・文化 
13世界屈指のウインタースポーツシティ 
14四季を通じて誰もがスポーツを楽しむことができるまち 
15文化芸術が心の豊かさや創造性を育み、世界とつながるまち 

７環境 
16世界に冠たる環境都市 
17身近なみどりを守り、育て、自然と共に暮らすまち 

８都市空間 
18コンパクトで人にやさしい快適なまち 
19世界を引き付ける魅力と活力あふれるまち 
20都市基盤67を適切に維持・更新し、最大限利活用するまち 

 
67 【都市基盤】道路、交通施設、上下水道、公園、河川、廃棄物処理施設、官公庁、学校、住宅、スポーツ施設などの都市を構

【参考】「まちづくりの分野」と「まちづくりの基本目標」 
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成する基盤となる構造物 

第２章の見方 

❶ まちづくりの分野 

  「まちづくりの分野」ごとの最初のページに分野名を記載しています。 

❷ 充実・強化します！ 

「まちづくりの分野」ごとの最初のページに、各分野において今後札幌市が充実・強化する観点を例示して記載

しています。 

❸ ビジョン編で定めたまちづくりの基本目標 

  まちづくりの基本目標を記載しています。 

❹ ビジョン編で定めた目指す姿の実現に向けた施策 

まちづくりの基本目標ごとの目指す姿の実現に向けた施策を記載しています。なお、関連する施策等について

説明が必要なものを※で記載しています。 

❶ 

❷ 

 ❸ 

❹ 
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１ 子ども・若者  

子ども・若者分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標１ 安心して子どもを生み育てることができる、子育てに優しいまち」 

「まちづくりの基本目標２ 誰一人取り残されずに、子どもが伸び伸びと成長し、若者が希望

を持って暮らすまち」 

「まちづくりの基本目標３ 一人一人の良さや可能性を大切にする教育を通して、子どもが健

やかに育つまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇子育て支援の社会的気運の醸成（まちづくりの基本目標１⑴関連） 

〇妊産婦等を対象にした切れ目のない支援（まちづくりの基本目標１⑴関連） 

〇児童虐待などへの相談支援体制（まちづくりの基本目標２⑴関連） 

〇ヤングケアラー68への支援（まちづくりの基本目標２⑵関連） 

〇子ども・若者の第三の居場所づくり69の推進（まちづくりの基本目標２⑵、⑶関連） 

〇課題探究的な学習モデルの推進（まちづくりの基本目標３⑴関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

 

 まちづくりの基本目標１ 安心して子どもを生み育てることができる、子育てに優し 

いまち   

 

⑴目指す姿１「社会全体が、妊娠期を含めて子どもと子育てを支えています。また、子育てする人

同士の交流も進んでいます。」の実現に向けた施策 

 

①社会全体による子育て支援の充実や子育ての悩みの緩和 

○社会全体による子育て支援の充実に向けて、子育て支援情報の効果的な発信などを行うとともに、

ボランティア等の地域における担い手の活動と学びを支え、子育て支援の社会的気運を醸成しま

す。 

○子育ての悩みの緩和に向けて、子育てに関する相談機能を充実し、適切な支援につなげていきま

す。 

○子育ての経済的負担の緩和に向けて、子育てに要する費用への経済的支援を行います。 

 

②子育て世代の交流の促進 

○子育て世代の交流の促進に向けて、親子などが自由に集い、気軽に交流や情報交換ができる場を

充実します。 

 

 
68 【ヤングケアラー】本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている子ども 
69 【第三の居場所づくり】ここでは、家庭と学校以外に、子ども・若者が安心して過ごせる居場所を増やしていくことなどをいう。 

  

充実・強化します！ 
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③困難を抱えるひとり親家庭（母子・父子家庭）などの生活の安定と向上 

○ひとり親家庭（母子・父子家庭）等の生活の安定と向上に向けて、子育ての負担軽減等を図るほ

か、就業機会の提供などを行います。 

○ＤＶ被害や経済的な理由等により困難を抱える親子の生活の安定と向上に向けて、安全に生活で

きる場を確保します。 

 

④妊産婦等の孤立感などの軽減 

○妊産婦等の孤立感や負担感の軽減に向けて、妊娠期から産後までの生活・育児支援などを行いま

す。 

 

＜思春期・若年期から子育て期までの切れ目のない支援のイメージ図＞ 

 

 

⑵目指す姿２「多様なニーズに応じた保育サービスや、児童が放課後に過ごす安全で心地よい居場

所が整っています。」の実現に向けた施策 

 

①多様なニーズに応じた保育サービスなどの提供 

○安全で質の高い教育・保育環境の確保に向けて、保育所・認定こども園・幼稚園等に対し、保育

士等の業務負担の軽減に資する業務システムの導入を進めるほか、保育士等の資質向上のための

研修を実施するとともに、教育・保育環境改善のための施設改修などへの支援を行います。 

○多様なニーズに沿った保育環境の構築に向けて、地域の保育需要に応じた保育所等の整備に必要

な支援を行うとともに、時間外保育や一時預かりを行う保育所などへの支援を行います。 

 

②支援や配慮が必要となる子どもへの保育サービスの提供 

○障がいのある子どもや医療的ケア児70への保育サービスの充実に向けて、これらの子どもに対す

る保育所等の受入体制を拡充します。 

 

 

 
70 【医療的ケア児】日常生活や社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理その他の医療行為）

を受けることが不可欠である児童(１８歳以上の高校生等を含む。） 
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③保育人材の確保 

○保育人材の確保に向けて、保育人材の就業継続・離職防止や潜在保育士の復職に向けた支援を行

うとともに、将来保育士を目指す人材の育成を推進します。 

 

④児童が放課後に過ごす環境の整備 

○児童が放課後に安全で心地よく過ごすことができる環境づくりに向けて、小学校と複合化した新

型児童会館の整備を進めるほか、児童会館などの利用環境を改善します。 

○放課後の児童の居場所の充実に向けて、放課後児童クラブを実施する民間児童育成会への支援や、

地域と連携した「放課後子ども教室」の運営などを行います。 

 

⑶目指す姿３「ワーク・ライフ・バランスが広く定着し、性別を問わず、働きながら安心して子育

てができる環境が整っています。」の実現に向けた施策 

 

①ワーク・ライフ・バランスの推進 

○ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、その普及に向けた情報発信等を行うとともに、企業

などにおける働きやすい職場環境づくりを支援します。 

 

②男女とも働きながら子育てができる環境の整備 

○子育て中の女性などの多様な働き方の推進や希望する方の再就職に向けて、起業・就業を支援し

ます。 

○男性が積極的に家事や育児を担うことができる環境づくりに向けて、男性の子育て意欲を向上さ

せる情報発信を行うとともに、企業等に対して男性が仕事と子育てを両立できる職場環境づくり

を支援します。 

 

※対象を限らないワーク・ライフ・バランスの推進は、「５経済」の基本目標１２に記載。 

 

 

 

昨今、国においても産後パパ育休制度の創設や、育児休業の取得に関する意向確認の義務化等の制

度改正が行われるなど、ワーク・ライフ・バランスの推進は、企業にとっても戦略的に取り組む喫緊

の課題となっています。札幌市が令和３年度（２０２１年度）に実施した「子育てに関する市民アン

ケート調査」では、男性の育児休業取得率が８．７％と全国平均よりも低いことが明らかになってお

り、男性の育児休業の取得促進に向けた取組が必要になっているほか、育児休業からの復帰後も、育

児をしながら働き続けられる職場環境の整備などが求められています。 

現在、札幌市におけるワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組の一つとしては、ワーク・ラ

イフ・バランスや女性の活躍推進に積極的に取り組む企業を独自の基準で認証し、認証取得企業の広

報や札幌市との契約上の優遇等を行う「札幌市ワーク・ライフ・バランス plus 企業認証制度」を運

用しています。また、仕事と子育ての両立の支援に取り組む企業を応援するため、育児休業などを取

得した従業員がいる企業に対し、一定の条件を満たした場合に助成金を支給しています。 

※令和４(2022)年度時点の取組を記載  

  

コラム ー 子育て世代を含めたワーク・ライフ・バランスの推進の取組について 
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まちづくりの基本目標２ 誰一人取り残されずに、子どもが伸び伸びと成長し、若者 

が希望を持って暮らすまち   

 

⑴目指す姿１「子どもの権利の保障が進み、子ども一人一人が自分らしく伸び伸びと過ごしていま

す。また、虐待やいじめなど、権利が侵害される事態が未然に防がれ、事態が起きても迅速かつ

適切に対応しています。」の実現に向けた施策 

 

①子どもの権利の保障の推進 

○子どもの権利の保障を進めるため、「札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利条例」の

理念等の普及を推進するほか、子どものまちづくりへの参加・意見表明のための機会を創出しま

す。 

 

②虐待やいじめなどへの対応 

○虐待やいじめ等の未然防止や早期把握、適切な対処に向けて、区の保健センターなどの身近な地

域における相談支援体制やその専門性を強化するほか、社会福祉等の専門的な知識や経験を有す

るスクールソーシャルワーカー71を配置するなど、子どもが置かれた様々な環境への働きかけを

強化します。 

○児童虐待等の子どもの権利侵害への迅速かつ適切な対応や課題の特定に向けて、相談支援拠点を

拡大するほか、虐待通告や育児などに関する相談体制を強化します。 

 

⑵目指す姿２「支援や配慮が必要となる子どもや家庭が、困難な状況に応じた適切なサポートを受

け、安心して過ごしています。」の実現に向けた施策 

 

①支援や配慮が必要となる子どもや家庭への支援 

○ヤングケアラーなどの支援や配慮が必要となる子どもや家庭の早期把握に向けて、関係機関との

連携や相談体制を強化します。 

○医療的ケア児の安全・安心な学校生活のため、必要な市立学校に看護師を配置するほか、医療的

ケア児やその家族への相談支援体制を充実します。 

○障がいのある子どもとその家族に対し、関係機関の連携の下に多様なニーズに応じた支援を行い

ます。 

○生活困窮世帯などの子どもに対し、助成や学習支援等を行います。 

 

②要保護児童や社会的養護が必要な子どもへの支援 

○要保護児童の里親委託や家庭に近い環境での養育、社会的自立の促進に向けて、安定かつ継続可

能な里親養育による支援体制の構築や施設の小規模化、自立支援体制の充実などに取り組みます。 

○社会的養護が必要な子どもへの支援の拡充に向けて、各種専門職員の配置などにより児童養護施

設等の機能の強化を図るとともに、進学等を支援します。 

 
71 【スクールソーシャルワーカー】教育と福祉の両面に関わる専門的な知識や技術を活用し、家庭・学校・地域の関係機関を

つなぎ、問題を抱えた子どもを取り巻く環境の改善に向けて支援を行う専門家 
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③子どもの第三の居場所づくり 

○子どもの第三の居場所づくりに向けて、子ども食堂や学習支援などの活動への支援や情報発信を

行います。 

 

⑶目指す姿３「若者は、質の高い教育などを通して成長するとともに、安心して過ごせる居場所を

よりどころに社会とつながり、将来への希望を持ちながら輝いています。」の実現に向けた施策 

 

①様々な困難を抱える若者への支援 

○若者の成長と自立に向けて、学習支援や各種相談などを行い、若者を支援します。 

○若者の孤立を防ぐため、安心して過ごせる居場所づくりを推進します。 

 

②若者のライフプランの実現への支援 

○結婚を希望する若者のライフプランの実現に向けて、出会いの場の創出や相談支援を実施します。 

○若者の地元定着や人材育成などに向けて、大学と地域や企業、大学間の連携を推進します。 

※若者のまちづくり活動への参加は、「２地域」の基本目標７に記載。 

 まちづくりの基本目標３ 一人一人の良さや可能性を大切にする教育を通して、子ど 

もが健やかに育つまち   

 

⑴目指す姿１「多様性が尊重された環境の下で、子どもは、自分の特性や興味・関心に応じた学び

と他の子どもとの協働的な学びなどを通して、自立に向けて成長しています。」の実現に向けた

施策 

 

①個別最適な学びと協働的な学びの一体的な推進 

○子どもの可能性を最大限に引き出す学びの提供に向けて、課題探究的な学習の推進など自ら学ぶ

喜びを実感できる学習活動を推進します。 

○子どもの資質・能力の向上と効率的な学校運営に向けて、ＩＣＴ機器やデジタル教材を整備し、

子どもの情報モラルを含む情報活用能力を高めるとともに、校務におけるＩＣＴ活用を推進しま

す。 

○子どもの発達や意欲・能力などに応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築に向けて、異学年

間や校種間における一貫性・連続性のある教育活動を充実させるとともに、学校と地域が連携し

た学校運営を推進します。 

○子どもの多様性を尊重した学びの提供に向けて、教員等の多様性への理解を深め、子どもたちへ

の心のバリアフリーに関する指導を充実させるとともに、障がいの有無や国籍など、個別の教育

的ニーズ等に柔軟に応じた教育的支援が受けられるよう、支援体制を充実します。 

 

②教育環境や体制の整備 

○子どもたちにとってより良い教育環境の整備に向けて、計画的に学校施設の維持・更新、学校規

模の適正化などを推進します。 

○きめ細かな指導体制の整備に向けて、少人数指導や外部人材の活用などを推進します。 
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③多様な学びや札幌市の特色を生かした学びの提供 

○不登校の子どもへの多様な学びの機会の確保に向けて、小・中学校への専門人材の配置やフリー

スクールなどの活用により、一人一人の状況に応じた支援を行います。 

○札幌市の特色を生かした学びの提供に向けて、「雪」・「環境」・「読書」72をテーマとして札幌市の

自然環境・人的環境・文化的環境などを生かした学習活動を推進します。 

 

⑵目指す姿２「子どもは、生涯にわたって心身の健康の保持増進を図る資質や能力を身に付けてい

ます。」の実現に向けた施策 

 

①子どもの健康の増進 

○子どもの体力や運動能力の向上に向けて、子どもの運動習慣づくりを推進します。 

○ヘルスリテラシー73の向上に向けて、学校などにおける保健教育を充実するとともに、学校給食

を活用した地産地消74や家庭と連携した食育を推進します。 

 

⑶目指す姿３「地域社会での体験活動など、多様な学びの機会が提供され、学校、家庭、地域、企

業等が連携して子どもの成長を支えています。」の実現に向けた施策 

 

①地域社会や家庭などにおける教育の推進 

○社会で生き抜く力を得るための糧となる地域社会における体験活動などの多様な学びの機会の

提供に向けて、地域、企業等が有する人的資源などを生かした学習環境づくりを推進します。 

○家庭教育の推進に向けて、家庭教育に関する情報発信の充実や活動体験等の子育てに関する講座

などを開催します。 

 

②豊かな人間性の育成 

○豊かな人間性の育成に向けて、札幌市の豊かな自然環境を生かした学習活動を推進します。 

 

 

まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「安心して子どもを生み育てることができる、子育てに

優しいまち」が実現している 

２．９５ ３．３０ 

「誰一人取り残されずに、子どもが伸び伸びと成長し、

若者が希望を持って暮らすまち」が実現している 

２．６６ ３．１０ 

「一人一人の良さや可能性を大切にする教育を通して、

子どもが健やかに育つまち」が実現している 

２．9６ ３．３０ 

 
72 【「雪」・「環境」・「読書」】札幌市では、平成 21 年度（2009 年度）から「札幌らしい特色ある学校教育」として、「雪」「環境」

「読書」の三つのテーマを、各学校等が共通に取り組むものとしている。 
73 【ヘルスリテラシー】健康に向けて望ましい生活行動を選択できること。 
74 【地産地消】地域生産地域消費の略。地域で生産された様々な生産物や資源（主に農産物や水産物）をその地域で消費す

ること。 

  

  

市民評価 
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２ 生活・暮らし  

生活・暮らし分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標４ 誰もが健康的に暮らし、生涯活躍できるまち」 

「まちづくりの基本目標５ 生活しやすく住みよいまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇世代に応じた健康増進に向けた取組の推進（まちづくりの基本目標４⑴関連） 

〇生涯学習施設や図書館における学びや社会参加の機会の充実（まちづくりの基本目標４⑵関連） 

〇地域包括支援センターや区役所における相談・支援機能の向上（まちづくりの基本目標５⑴関連） 

〇公共施設や民間建築物などのバリアフリー化の推進（まちづくりの基本目標５⑵関連） 

〇行政手続をオンラインで完結することができる取組の推進や窓口の利便性の向上 

（まちづくりの基本目標５⑶関連） 

〇地域特性に応じた交通環境と冬季の道路環境の維持・確保（まちづくりの基本目標５⑷関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

 

  

 まちづくりの基本目標４ 誰もが健康的に暮らし、生涯活躍できるまち 

 

⑴目指す姿１「あらゆる世代の市民や企業の健康への意識が高まり、健康づくりや介護予防の取組

などに積極的に参加することで、誰もが生涯元気に過ごしています。」の実現に向けた施策 

 

①健康意識の向上と健康づくりなどへの参加の促進 

〇市民や企業の健康への理解の促進と健康づくりや介護予防などへの参加の促進に向けて、高齢者

等のフレイルや生活習慣病の発症等を予防する取組の推進や担い手への支援を行うほか、ウォー

キングの推進などの各区の特色を生かした取組を行います。 

 

②働く世代の健康増進 

○働く世代の健康増進に向けて、歩くことや食生活の改善、禁煙等の健康行動を日常の中で自然に

行うことができる環境づくりを進めるなど、企業等と連携して健康に無関心な層へのアプローチ

を推進するほか、専門機関等と連携した治療と仕事の両立支援を行います。 

 

⑵目指す姿２「誰もが生涯にわたって学び、また、学び直しをすることができ、その成果が日々の

生活はもとより、まちづくり活動や仕事、ボランティア活動などに生かされています。」の実現に

向けた施策 

 

①多様な学びの機会の創出 

〇多様な学びの機会の創出に向けて、生涯学習施設等におけるＩＣＴ環境を充実させるなど、ＩＣ

Ｔリテラシーなどを学ぶ場としての機能を向上させます。 

 

充実・強化します！ 
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○職業能力の向上やスキルアップに向けて、就労支援施設や図書館などにおいて、職業能力の向上

に役立つ学びやつながりの機会を拡充するとともに、札幌圏の大学等と連携したリカレント教育

を推進します。 

 

②身近な地域における学びの機会の創出 

○身近な地域で学びを深められるよう、生涯学習の知の拠点として、図書館の機能を拡充するとと

もに、札幌市生涯学習センターにおける地域の学びの活動をコーディネートする機能を強化しま

す。 

 

③高齢者などの社会参加や就労の促進 

○高齢者を中心とした市民の社会参加の促進に向けて、就労、社会貢献、生きがいづくりなどの社

会参加への意識の醸成を図るほか、まちづくり活動やボランティア活動などについての学習への

支援を行います。 

○高齢者の就労促進や市内企業の人材確保に向けて、高齢者の就労意欲や企業の雇用意識の醸成を

図るほか、高齢者と企業とのマッチング機能を強化します。 

 

まちづくりの基本目標５ 生活しやすく住みよいまち 

 

⑴目指す姿１「多様なニーズに応じた住まいが確保されているとともに、在宅医療75や身近なかか

りつけ医76が普及しているなど、医療体制が整い、支援を要する方とその家族は、医療・介護・

福祉の連携の下、適切な支援を受けています。」の実現に向けた施策 

 

①多様なニーズに応じた住まいの確保 

〇多様なニーズに応じた住まいの確保に向けて、高齢者や子育て世帯、低所得者等への居住支援を

行うほか、高齢者や障がいのある方向けの特別養護老人ホームやグループホームなどの整備を支

援します。 

 

②地域包括ケアの推進 

〇医療や介護などの支援を要する方を適切に把握し、複雑化・多様化する高齢者の課題に対応する

ため、地域包括支援センターや区役所の相談・支援の拠点としての機能を充実させるとともに、

関係団体や専門機関との連携を強化します。 

 

③介護サービスなどの支援の拡充 

○誰もが安心して介護保険などのサービスを受けられるよう、公平公正な要介護等認定や介護給付

の適正化、保険料の適切な賦課・徴収等により持続可能な制度運営を行うほか、介護サービスな

どの質を向上させる取組を推進します。 

 
75 【在宅医療】希望する市民ができる限り住み慣れた自宅などで療養し、医師などが訪ねて診療すること。 
76 【かかりつけ医】ここでは、日頃から患者の体質、病歴や健康状態を把握し、診療のほかに健康管理上の助言などもしてく

れる身近な医師のことをいう。 
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○障がいのある方の自立支援の促進に向けて、地域で生活していくために必要な訪問系サービスを

提供していくほか、入所施設の入所者の地域生活への移行支援や就労支援を行います。 

○誰もが自殺に追い込まれることなく暮らし続けられるよう、市民への自殺予防対策の普及を進め

るほか、自殺予防対策に関わる人々への教育やゲートキーパー77の養成などを行います。 

○ひきこもりの状態にある方やその家族などが適切な支援を受けられるよう、相談員による相談支

援を行うほか、これらの方が安心して過ごすことができる支援施設等における居場所としての機

能や家族への訪問支援を強化します。 

○生活困窮者などの日常的・社会的・経済的な自立に向けて、相談支援や居所の確保、社会復帰に

向けた支援を行います。 

 

④介護分野などにおける人手不足の解消 

○介護分野や障がい福祉サービス分野における人手不足の解消のため、これらの分野における仕事

の魅力を発信するなど、人材の確保への支援を行うほか、従業員の処遇改善やサービスの質の向

上に向けた支援を行います。 

 

⑤患者を地域全体で支える取組の推進 

○誰もが住み慣れた地域で安心して療養できるよう、がんや脳卒中、心血管疾患などの主要な疾病

ごとの医療連携体制を構築するほか、入院医療機関やかかりつけ医と在宅医療、介護・福祉など、

様々な主体の連携により、患者を地域全体で支える体制の構築を進めます。 

○がんになっても安心して暮らすことができるよう、がんの予防や早期発見・早期治療への支援を

行うなど、がん患者及びその家族等への支援等を含めた総合的ながん対策を推進します。 

○認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、早期診断・早期対応のた

めの支援体制や権利擁護が必要な人への支援体制の整備を進めます。 

○依存症患者やその家族が地域で適切な支援・治療が受けられるよう、地域での支援体制の構築を

進めます。 

 

⑥困難を抱える女性への支援 

○生活上の困難を抱える女性の孤独・孤立状態の解消や経済的な困難の解消に向けて、アウトリー

チ型の支援や相談支援を行うほか、ニーズに応じた就労支援などを行います。 

 

⑦多死社会78への対応 

○高齢者人口が増加し、死亡者の数が多くなる、いわゆる多死社会に対応するため、増加が見込ま

れる墓地などに関する需要に対応するとともに、民間事業者等とも連携し、終活79の普及に向け

た取組を推進します。 

  

 
77 【ゲートキーパー】悩んでいる人に気付き、声をかけ、話を聞いて必要な支援につなげ、見守る人 
78 【多死社会】高齢者の増加により死亡者数が非常に多くなっていく社会形態 
79 【終活】ここでは、人生の最期を念頭において、元気なうちに必要な様々な準備や情報収集をすることをいう。 
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⑵目指す姿２「建物や道路などのバリアフリー化やユニバーサルデザインの導入が進み、誰もが円

滑に移動することができ、快適に利用できる環境が整っています。」の実現に向けた施策 

 

① 市有施設や交通施設、民間施設などのバリアフリー化の推進 

〇四季を通じて、誰もが円滑に移動することができる環境の整備に向けて、地下鉄駅などの旅客施

設や道路のバリアフリー化を進めるほか、ノンステップバスやＵＤタクシーの導入を促進すると

ともに、地下鉄駅のエレベーターからタクシー・バス乗り場までの乗継経路に再生可能エネルギ

ー等を利用したロードヒーティングの導入を進めるなど、冬季の乗継機能を強化します。 

〇障がいのある方や高齢者などが、安全で快適に利用できるよう、学校等の公共施設のバリアフリ

ー化を進めるほか、中小規模の民間建築物等のバリアフリー化を支援します。 

   

②ユニバーサルデザインの導入の推進 

〇誰もが施設等を快適に利用できるよう、区役所庁舎の待合スペースなどにユニバーサルデザイン

を導入するほか、表示の多言語化を推進します。 

 

③バリアフリー情報の更なる発信 

〇バリアフリー情報の更なる発信に向けて、地下ネットワーク等において、ユニバーサルデザイン

に配慮した案内サインを充実させるほか、公共施設等のバリアフリー情報をオープンデータ80と

し、新たなサービスの開発を促進するなど、民間企業と連携した取組を推進します。 

 

⑶目指す姿３「誰もが申請や相談等の手続をオンラインで完結することができるなど、社会のデジ

タル化が進むことにより、官民によるサービスの利便性が高まり、市民生活の質が向上していま

す。」の実現に向けた施策 

 

①区役所などの窓口の利便性の向上 

〇行政サービスの向上に向けて、あらゆる行政手続や相談がオンライン上で完結するよう手続きや

相談のオンライン化を推進し、「行かなくて良い」窓口を実現します。また、来庁する場合におい

ては、「待たない」・「書かない」窓口を実現させ、窓口の利便性を向上します。 

 

②デジタルデバイド対策の推進 

〇デジタルの利便性を誰もが享受できるよう、デジタル活用に不慣れな高齢者等に対して、学びの

機会の提供や、デジタル活用をサポートする体制を構築するなど、民間事業者等と連携した支援

を行います。 

  

 
80 【オープンデータ】機械判読に適したデータ形式であり、かつ二次利用が可能なルールで公開されているデータ 
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③官民データの連携基盤の活用や官民連携によるサービスの創出 

○スマートシティの推進に向けて、医療、福祉、子育て、防災・防犯などの様々な分野において、

官民データの連携基盤の活用を推進するとともに、官民の協働により先進的なサービスを創出す

る体制を構築し、快適で暮らしやすいまちづくりを推進します。 

 

⑷目指す姿４「市民・企業・行政の連携やＩＣＴの活用などにより、市民の多様な暮らしを支える

交通環境が保たれているとともに、持続可能な除排雪体制の下で冬季の道路環境が確保されてい

ます。」の実現に向けた施策 

 

①地域特性に応じた交通環境の維持・確保 

〇地域特性に応じた交通環境の維持・確保に向けて、公共交通の利用を促進するとともに、バス路

線の維持に取り組む事業者を支援するほか、地域公共交通計画を策定し、地域の実情に合わせた

持続可能な公共交通ネットワークの構築に取り組みます。 

 

②冬季の道路環境の維持・確保 

〇冬季の道路環境の維持・確保に向けて、バス路線の排雪や歩道の凍結路面対策の強化の継続など

の取組を進めるとともに、ＩＣＴ等を活用した除排雪作業の効率化・省力化や除排雪の担い手の

確保に向けた取組を推進します。また、大雪時においては、排雪作業の前倒しや雪堆積場等の増

強など、気象等に応じた臨機応変な対応を行います。 

 

③雪対策における協働の推進 

〇雪対策における協働の推進に向けて、除排雪作業の妨げとなる路上駐車をしないことなどの「冬

のルールの順守」・「マナーの向上」や大雪時に車による不要不急の外出を可能な限り控えること

などの情報等について、関係機関と連携して多様なツールを活用した広報等を行います。 

 

 

まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「誰もが健康的に暮らし、生涯活躍できるまち」が実現

している 

3．１２ 3．４０ 

「生活しやすく住みよいまち」が実現している 3．３４ 3．６０ 

 

 

 

市民評価 
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３ 地域  

地域分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標６ 互いに認め合い、支え合うまち」 

「まちづくりの基本目標７ 誰もがまちづくり活動に参加でき、コミュニティを育むまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇市民や企業などへの心のバリアフリーの浸透（まちづくりの基本目標６⑴関連） 

〇多世代交流と国際交流の促進（まちづくりの基本目標６⑵関連） 

〇まちづくり活動の担い手の育成・確保（まちづくりの基本目標７⑴関連） 

〇市政情報などの情報発信や市民意見の把握・分析手法の多元化（まちづくりの基本目標７⑵関連） 

〇町内会の活動や重要性への理解の促進（まちづくりの基本目標７⑶関連） 

〇多様な主体による活動や協働の促進（まちづくりの基本目標７⑷関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

 

  

 まちづくりの基本目標６ 互いに認め合い、支え合うまち 

 

⑴目指す姿１「年齢・性別・障がいの有無・国籍・民族・宗教・文化などの違いを互いに認め合い、

尊重し合う、平和で包摂的な社会となっています。」の実現に向けた施策 

 

①ジェンダー平等の推進と多様な性への理解の促進 

○性別にかかわらず、互いに人権を尊重しつつ責任を分かち合い、それぞれの個性と能力を十分に

発揮できるよう、職場や家庭などのあらゆる場において、誰もが活躍できる環境の整備や意識の

醸成を進めるほか、性の多様性への理解を促進します。 

 

②障がいのある人の個性を尊重し、支え合う取組の推進 

○障がいの有無にかかわらず、誰もが互いに人格と個性を尊重して支え合うことができるよう、合

理的配慮や障がい者雇用などへの理解を促進するほか、手話や要約筆記、点字、ＩＣＴ機器の活

用などの障がい特性に応じた多様なコミュニケーション手段を利用することができる環境の整

備を進めます。 

 

③外国人の暮らしを支える取組の推進 

○外国人も日本人も誰もが安心して暮らすことができるよう、外国人向け相談窓口の運営や生活・

コミュニケーション支援など、暮らしの不便不安を解消するための取組を行うほか、外国人との

交流などを通じた市民の多文化理解を促進するとともに、子どもたちの国際感覚や異文化への理

解を促進する取組を推進します。 

 

 

充実・強化します！ 
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④アイヌ民族とその伝統文化の誇りの尊重 

○アイヌ民族の誇りが尊重されるよう、アイヌ民族に関する理解の促進や伝統文化の保存・継承・

振興を図るとともに、関連施設の魅力を向上します。 

 

⑤平和の尊さの理念の浸透 

○平和の尊さや札幌市平和都市宣言の理念の浸透に向けて、市民が平和について考える機会を提供

するほか、戦争体験などを市民に伝えていく取組を推進します。 

 

⑵目指す姿２「世代や国籍を超えた交流や趣味を通じた交流などにより、市民のつながりが深まり、

相互の信頼や協力が得られる社会が形成されています。」の実現に向けた施策 

 

①多様な交流の促進 

○地域での多様な交流の促進に向けて、小学校区に相当するエリアを地域コミュニティエリアに設

定し、小学校の改築等に合わせて地域交流施設を併設するほか、学校図書館の地域住民への開放

等を行うなど、多世代交流を促進する取組を推進します。また、地域での親睦やレクリエーショ

ンなどの活動等への支援を行います。 

 

②国際交流などの促進 

○地域の国際化や市民の国際理解の促進に向けて、姉妹・友好都市81を始めとする諸外国との交流

や世界冬の都市市長会などを通じたまちづくりに関する情報交換を進めるほか、外国人市民の地

域のまちづくり活動などへの参画等を促進します。 

 

まちづくりの基本目標７ 誰もがまちづくり活動に参加でき、コミュニティを育むまち 

 

⑴目指す姿１「誰もが自身のライフスタイルに合わせながらまちづくり活動に参加し、支え合いな

がら地域の課題を解決しています。また、区役所やまちづくりセンター82が拠点となり、様々な

活動が推進されています。」の実現に向けた施策 

 

①まちづくり活動の担い手の育成・確保 

〇まちづくり活動への参加の促進や担い手の育成・確保に向けて、未来を担う若者へのまちづくり

活動の大切さや必要性についての意識の向上を図るとともに、若者と地域をつなげ、若者のまち

づくり活動への参加を促進します。また、誰もがまちづくり活動を体験することができる機会や

そのための情報提供を充実します。 

 

 

 
81 【姉妹・友好都市】盟約を結び、文化やスポーツ、教育、経済などの様々な分野で交流を行う都市。札幌市は、ポートランド

市（アメリカ合衆国）、ミュンヘン市（ドイツ連邦共和国）、瀋陽市（中華人民共和国）、ノボシビルスク市（ロシア連邦）、大田

広域市（大韓民国）の５都市と姉妹・友好都市の盟約を結んでいる（令和４年（２０２２年）９月現在）。 
82 【まちづくりセンター】住民組織の振興、地域の要望などの収集、市政の周知などに加え、様々なまちづくり活動を支援する

地域の拠点として市内に８６か所設置（令和４年（２０２２年）１月現在） 
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②誰もがまちづくり活動に参加しやすい環境の整備 

○誰もがまちづくり活動に参加しやすい環境の整備に向けて、市民まちづくり活動への寄付は、活

動に直接参加していることと同じ効果を生むという認識や意義の理解を促進するとともに、寄付

を活用したまちづくり活動を促進します。 

 

③地域課題の解決に向けた取組の推進 

○市民が主役のまちづくりの促進に向けて、地域特性や課題を地域で考え、地域の将来像やまちづ

くりの方向性などを地域で共有する取組を推進するとともに、市民が主体的に行う地域課題の解

決に向けた取組を支援します。 

〇地域課題の解決に向けて、課題やニーズを把握し、支援策等の検討を行う体制を整備していくと

ともに、解決に資するノウハウなどの情報を地域に発信します。 

 

④地域における支え合いの促進 

〇地域における支え合いの促進に向けて、見守り活動や生活支援など、支援を要する高齢者や障が

いのある方等を支える地域福祉活動を支援します。 

 

 

市民の声を市政につなぐ市役所の最前線の窓口であるとともに、市民に情報や場・機会を提供し、地域に

おけるまちづくり活動の支援をするのが「まちづくりセンター」です。 

また、より地域主体のまちづくりを進めるため、「まちづくりセンター」の運営を地域が担う「まちづくりセン

ター地域自主運営制度」を設け、地域が選択できるようにしています。 

 

 

〇地域のまちづくり活動や福祉活動のお手伝いを 

しています。 

〇地域課題に関する情報収集や提供をしています。 

〇地域の各団体のネットワーク化を支援しています。 

〇地域の情報交流を促進しています。 

〇諸証明の取次ぎを行っています。 

 

 

⑵目指す姿２「誰もが市政を身近なものに感じ、計画の立案段階などから積極的に参加しています。」

の実現に向けた施策 

 

①市政情報などの効果的かつ効率的な発信 

〇市政情報等の効果的かつ効率的な発信に向けて、誰もが見やすく、使いやすいホームページを構

築するとともに、ＳＮＳなどの様々なメディアを活用して、まちの魅力や重要な施策等について

のプロモーションを行います。 

  

 

コラム ー まちづくりセンター 

まちづくりセンター  

＜資料＞札幌市 

まちづくりセンターの仕事 
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②市民の市政参加の促進 

〇市民の市政参加の促進に向けて、条例や計画などの政策決定過程や事業等の評価の段階などにお

いて市民参加の機会を設けます。また、市民意見の的確な把握や市政への反映に向けた仕組みづ

くりを行うとともに、デジタルを活用して市が実施する施策への認知度や意見を短期間で把握・

分析する環境の構築を検討します。 

 

⑶目指す姿３「良好な生活環境の維持につながる地域コミュニティの中核として、地縁による団体

（町内会・自治会）が生き生きと活動しています。」の実現に向けた施策 

 

①町内会活動などへの支援 

〇町内会活動などの更なる活性化に向けて、町内会の意義や重要性を発信するとともに活動への支

援や町内会への加入促進に向けた支援を行います。また、それぞれの町内会が抱える課題・特性

に応じた効果的な支援や市民集会施設などの活動の場の維持・充実に向けた支援を行います。 

 

②地域コミュニティ施設の利便性の向上 

〇地域コミュニティ施設の利便性の向上に向けて、ＩＣＴ機器等を活用し、多様なコミュニティ活

動ができる環境の整備を行うほか、施設の予約や使用料の支払いなどにおけるデジタル化を拡大

します。 

 

 

 

札幌市では、少子化、超高齢社会83など、これまで経験したことのない時

代の転換点を迎え、子育てや高齢者の見守り、非常時の助け合いといった

様々な場面において、地域の絆の重要性が増しています。 

今後も安全で安心な暮らしやすいさっぽろのまちを実現していくために

は、地域コミュニティの中核として、私たちの暮らしを支える様々な活動を行

っている町内会・自治会等（以下「町内会」という。）がますます重要となって

きています。 

しかし、近年、居住形態や生活様式の変化などにより、多くの町内会では

加入率の低下や役員の高齢化、担い手不足などの問題に悩まれています。 

以上のような状況を踏まえ、札幌市では、「町内会が地域コミュニティの中心的な存在でありながら、その

存続が危ぶまれ始めている」ということを喫緊の課題として捉え、町内会の意義や重要性について、町内会、

地域住民、事業者と札幌市が認識して共有するとともに、札幌市が継続的に行っていくべき町内会支援策

の基本となる事項などを定める「札幌市未来へつなぐ町内会ささえあい条例」を制定しました（施行日は令

和５年（２０２３年）4月 1日）。  

 
83 【超高齢社会】総人口に占める６５歳以上人口の割合が２１％を超える社会のこと。なお、７％以上１４％未満を「高齢化社

会」、１４％以上２１％未満を「高齢社会」と呼ぶ。 

 

コラム ー 札幌市未来へつなぐ町内会ささえあい条例の制定 

札幌市未来へつなぐ町内会 

ささえあい条例のロゴ 

＜資料＞札幌市 
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⑷目指す姿４「地縁による団体（町内会・自治会）、福祉のまち推進センター、ＮＰＯ、商店街、企

業などの多様な主体が参画し、地域に密着したまちづくり活動が進んでいます。」の実現に向け

た施策 

 

①多様な主体によるまちづくり活動の促進 

〇多様な主体による地域に密着したまちづくり活動の活性化に向けて、ＮＰＯと町内会、商店街な

どの協働を促進するとともに、活動の支援や情報発信を充実します。 

 

②企業等と地域が連携したまちづくり活動の促進 

〇企業等と地域が連携したまちづくり活動の活性化に向けて、企業がまちづくり活動に参加しやす

い環境の整備や地域のまちづくり活動に積極的に取り組む企業の認定制度などの企業価値の向

上につながる支援を行うとともに、さっぽろ連携中枢都市圏84の地域とも連携した地域活性化の

取組を推進します。 

 

※関係人口の創出の取組は、第３章 ４「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針に記載 

 

 

まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「互いに認め合い、支え合うまち」が実現している ２．９９ ３．４０ 

「誰もがまちづくり活動に参加でき、コミュニティを育

むまち」が実現している 

2．87 ３．３０ 

 
84 【さっぽろ連携中枢都市圏】圏域内の活力を維持し魅力あるまちづくりを進めるため、平成３１年（２０１９年）３月に形成され

た圏域。連携中枢都市である札幌市のほか、小樽市、岩見沢市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新

篠津村、南幌町と長沼町により構成される。 

 

市民評価 
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４ 安全・安心  

安全・安心分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標８ 誰もが災害に備え.迅速に回復し、復興できるまち」 

「まちづくりの基本目標９ 日常の安全が保たれたまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇災害の発生前や発生後の初動・応急・復旧・復興期の対策についての計画の見直し 

（まちづくりの基本目標８⑴関連） 

〇災害情報の発信の多元化や有事の際の医療体制の整備（まちづくりの基本目標８⑵関連） 

〇あらゆる世代の防災知識と地域防災力の向上（まちづくりの基本目標８⑶関連） 

〇犯罪や消費生活に関する被害の未然防止（まちづくりの基本目標９⑴関連） 

〇救急活動などへのＩＣＴや先端技術の活用（まちづくりの基本目標９⑵関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

 

 

まちづくりの基本目標８ 誰もが災害に備え.迅速に回復し、復興できるまち 

 

⑴目指す姿１「地震や風水害・雪害といった自然災害や感染症の感染拡大などが起きても、生

活や経済への影響を最小化するとともに、感染症の感染拡大を早期に抑えることができてい

ます。」の実現に向けた施策 

 

①災害の発生前や発生後の初動・応急・復旧・復興期の対策についての計画の見直し 

〇社会状況や最新の知見、厳冬期の災害や感染症への対応などの視点も踏まえ、災害時に想定され

る被害を軽減するため、災害の発生前や発生後の初動・応急・復旧・復興期の対策について、強

じん化計画や地域防災計画の見直しを行うほか、事前復興計画についての調査・研究を行います。 

 

②災害時の迅速な初動・応急対策と交通やライフライン85の確保 

〇災害時に迅速かつ的確な初動・応急対策を行うため、災害対策本部機能の強化や情報伝達手段の

整備を進めるほか、大規模災害を見据えた研修を行うなどにより、消防団を強化します。また、

国や北海道との連携を密にするとともに、災害時協力協定を締結するなど企業等との協力体制を

強化します。 

○災害時における交通やライフラインの確保に向けて、緊急輸送道路などに架かる橋梁の機能維持

を図るほか、災害時における良質な浄水場原水の確保に向けた取組を推進します。 

 

 

 

 
85 【ライフライン】電気、ガス、水道、下水道、電話などの日常生活を送る上で必須の諸設備や供給線 

充実・強化します！ 
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③防災に関する広域的な連携の推進 

○防災に関する広域的な連携の推進に向けて、道内他市町村などとの消防活動や上下水道、廃棄物

処理等の相互応援を行うほか、さっぽろ連携中枢都市圏の圏域内の災害や防災に関する相互理解

や情報共有等を推進します。また、職員の派遣など、大規模災害時における自治体間の被災地支

援に取り組みます。 

 

④自然災害による被害を最小化する取組の推進 

○地震による被害を最小限にとどめるため、公共施設、上下水道などの耐震化を進めるとともに、

大規模盛土造成地の地震時の安定性について調査などを行い、安定性が確保できていない盛土の

対策を推進します。 

○大雨による被害を最小限にとどめるため、河川改修や下水道の排水能力向上に向けた取組等を進

めるとともに、浸水ハザードマップの普及を進めるなど、ハードとソフトを組み合わせた雨水対

策を推進します。 

○災害に強い都市の構築に向けて、民間建築物の耐震化に向けた支援を行うとともに、災害時に日

常生活を継続する上で必要となる非常用電源装置などの整備を促進します。 

〇雪害への対策や雪による事故の防止に向けて、雪害の状況に応じた災害応急対策を迅速かつ組織

的に行うための体制や国、北海道などの関係機関との連携を強化するとともに、屋根からの落雪

や市民の除排雪中の事故の発生を防止する取組を推進します。 

 

⑤感染症の感染拡大の可能な限りの抑制 

〇感染症の感染拡大を可能な限り抑制するため、ワクチン接種への支援や予防に向けた情報発信等

を実施するほか、早期対応に向けた官民連携などの体制の整備を進めます。 

 

⑵目指す姿２「災害時や感染症の感染拡大時においても.誰もが安心して医療や介護を受ける

ことができています。また、一人で避難することが難しい方への細かな配慮がなされている

など、誰一人取り残されずに被災者の安全が確保されているとともに、復旧復興に向けて市

民に寄り添った支援が行われています。」の実現に向けた施策 

 

①避難所環境などの整備 

〇市民や来訪者が災害時でも安心して生活できるよう、避難所環境を整備するとともに一時滞在施

設の確保に向けた取組を推進します。また、応急対策物資をより効率的に供給できる体制を整え

るほか、厳冬期などを想定した訓練や研修を行います。 

 

②効果的な災害情報の提供 

〇市民や来訪者に適切かつ効果的に災害情報等を提供するため、災害情報等の伝達手段を多様化し

ます。 
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③災害からの復旧復興に向けた取組の推進 

〇災害から命を守り、いち早い災害復旧と生活再建を実現するため、先端技術の活用などにより、

避難支援や情報収集・発信などの仕組みづくりを推進するほか、関係団体や専門家と連携し、市

民一人一人に寄り添った支援を行います。 

 

④有事の際の安定的な医療・介護サービスの提供 

〇災害時や感染症の感染拡大時においても安定的に医療・介護サービスを提供するため、医療体制

の充実・強化や市立札幌病院の機能強化に向けた取組を進めるほか、感染症の患者などの移送体

制を強化します。また、在宅酸素患者や透析患者などの要支援者に必要な医療を提供できる体制

を整備します。さらに、専門的人材の派遣などにより、高齢者等の入所施設等における有事の際

の対応能力を強化します。 

 

⑤災害時における避難行動要支援者86への支援 

〇災害時における避難行動要支援者に配慮した避難支援の充実に向けて、モデル避難訓練などを実

施するほか、関係団体との連携等により、災害危険区域に居住しているなど優先度が高い避難行

動要支援者への個別避難計画の作成を推進します。 

 

⑶目指す姿３「防災への意識が向上し、誰もが冬季の災害も想定した備えを行っています。ま

た、有事の際には一人一人が主体的に行動し、協力し合うなど、地域の防災力が高まってい

ます。」の実現に向けた施策 

 

①災害への備えの促進 

〇日頃の災害への備えを促進するため、企業や学校などとも連携し、あらゆる世代に対して、在宅

避難も含めた、とるべき避難行動の知識や土砂災害、厳冬期の災害も想定した防災知識の向上に

向けた取組を行います。 

 

②地域防災活動の活性化 

〇地域での防災活動の活性化に向けて、地域における防災意識の醸成を図るほか、地区防災計画の

作成を支援します。また、地域特性を生かした自主防災組織87の活動や連携を支援します。 

 

③地域における避難行動要支援者への支援の促進 

〇避難行動要支援者の地域における適切な把握に向けて、避難行動要支援者名簿を作成し、地域の

団体などへ提供するほか、災害時に支援を要する方と支援者のマッチングの支援を行います。 

  

 
86 【避難行動要支援者】要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に、自ら避難することが困難

な者で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支援を要する人 
87 【自主防災組織】災害対策基本法で規定されている住民による任意の防災組織。主に町内会などが母体となって住民が自

主的に連帯して防災活動を行う。 
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災害の危険が迫った場合は早めの避難が大切です。夏から秋にかけて大雨などによる河川の氾濫や

土砂災害の危険性が高まります。気象庁や札幌市が発令する避難情報を確認し、災害時に適切な避難

行動をとれるよう、平時から事前の準備やご自身に合った避難行動について各家庭で考えておく必要

があります。危険な地域にいて、難を逃れる手段がない方は、ためらわずに指定緊急避難場所へ避難

しましょう。札幌市の開設する避難所では、換気を徹底するほか、人との距離を広く確保するなどの

感染症対策を行うこととしています。また、要配慮者への対応や感染症対策、プライバシー確保のた

め、パーティションや段ボールベッドなどの導入を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

指定緊急避難場所兼指定避難所（基幹） ≪市立小中学校、区体育館など≫ 

災害から身を守るため緊急的に避難する施設や場所です。災害の種類ごと（洪水災害、土砂災害、

地震災害、大規模な火事）に指定しています。滞在スペースを有する指定緊急避難場所については、

被災者等が災害の危険がなくなるまで一定期間滞在するほか、災害により自宅へ戻れなくなった場合

に一時的に滞在する指定避難所（基幹）を兼ねています。 

 

指定避難所（地域） ≪地区会館、高校など≫ 

指定避難所（基幹）を補完する施設です。状況に応じて開設し、一定期間後は、指定避難所（基幹）

に集約します。 

 

一時避難場所 ≪公園、市立小中学校のグラウンドなど≫ 

地震発生時に避難が必要な場合に、被災者等が一時的に避難して身の安全を確保するほか、地域で

一時的に集合して安否確認等を行う場所です。 

 

在宅避難等 

安全な場所に留まることも「避難」です。自宅が安全な地域の方はむやみな外出を控え、在宅避難

を検討してください。また、自宅内で、浸水する高さよりも高い上階などに移動すること（垂直避難）

も立派な避難行動です。ただし、土砂災害警戒区域の方はためらわずに立ち退き避難をしてください。 

 

 

コラム ー 災害時の避難について 

パーティションや

段ボールベッド 

＜資料＞札幌市 
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まちづくりの基本目標９ 日常の安全が保たれたまち 

 

⑴目指す姿１「犯罪や消費生活に関するトラブルの発生が未然に防止されています。」の実現

に向けた施策 

 

①犯罪被害の防止と被害者への支援 

〇犯罪の未然防止に向けて、地域の公共空間における防犯カメラの設置を推進するほか、再犯防止

に関する取組や客引き行為などを防止するための取組を推進します。また、犯罪被害者などの経

済的負担の軽減や精神的な被害の回復に向けた取組や配偶者・パートナー等からの暴力被害など

に関して、より相談しやすい環境整備など支援体制を拡充します。 

 

②子どもの犯罪被害の防止や安全確保 

〇子どもの犯罪被害の防止や安全確保に向けて、地域防犯に関する広報や防犯活動の取組への支援

等を実施するほか、登下校時の見守り活動などを行います。また、子どものインターネット利用

に伴う犯罪被害を防止する取組を推進します。 

 

③消費生活に関する被害への対策 

〇消費生活に関する被害の未然防止、拡大防止や救済に向けて、高齢者や障がいのある方、若者な

どの属性に応じ、悪質商法に関する注意喚起や消費者教育を推進するほか、企業や市民と連携し

た消費者トラブルの早期発見や救済支援を行います。 

 

⑵目指す姿２「強じんな消防・救急体制が構築され、市民の安全・安心が守られています。」の

実現に向けた施策 

 

①自主防火対策の推進と持続可能な消防団体制の構築 

〇自主防火対策の推進や持続可能な消防団体制の構築に向けて、子どもや高齢者への安全・安心の

提供や防火防災意識の向上のほか、消防団員の処遇改善や確保対策、活動環境、教育体制を充実

します。 

 

②広域的な消防行政の推進 

〇広域的な消防行政の推進に向けて、さっぽろ連携中枢都市圏の消防本部における１１９番受付業

務の共同運用や消防隊員の育成強化のための訓練環境を充実します。 

 

③万全な消防救急体制の構築 

〇大規模災害への備えや対策に向けて、消防署などの地域の防災拠点施設の維持・更新のほか、迅

速な消火活動を行うために必要な資機材の整備を行います。また、土砂災害への対応体制や消防

航空体制を強化します。 
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④消防行政を担う人材の確保・育成 

〇多様な住民への対応力の向上に向けて、消防行政を担う人材の確保・育成の取組を推進するほか、

消防吏員の女性比率の向上に向け、女性が働きやすい環境の整備を進めます。 

 

⑤質の高い消防・救急サービスの提供 

〇質の高い消防・救急サービスを市民に提供し続けるため、ＩＣＴや先端技術の活用により、症状

や病床の空き状況の情報などを医療機関と随時共有し、効率的な搬送先の選定の仕組みを構築す

るなど消防・救急の効率化を推進するほか、設備等を適切に維持・更新します。また、応急手当

について、事業所等と連携しながら市民を対象とした講習の開催などを行います。 

 

⑶目指す姿３「交通ルールや自転車マナーが順守され、事故の少ない安全な交通環境が実現し

ています。」の実現に向けた施策 

 

①交通ルールや自転車マナーの理解の促進 

〇交通ルールや自転車マナーの理解の促進に向けて、交通安全教室の開催や押し歩き地区・マナー

推進地区における交通ルールの理解の促進に向けた取組などを行うほか、高齢ドライバーによる

交通事故の防止に向けた取組を推進します。 

 

②安全な交通環境の整備 

〇歩行者・自転車・自動車の通行環境に関する安全性の向上と総合的な駐輪対策の推進に向けて、

自転車の通行位置を路面表示で明確化するほか、都心部や駅周辺における駐輪場の整備、放置禁

止区域の指定、放置自転車の撤去、シェアサイクルの利用促進などを行います。 

〇誰もが安心して通行することができる道路環境の整備に向けて、歩道のバリアフリー化を進める

ほか、幹線道路などにおける交通事故対策や子どもの移動経路の安全の確保に向けた取組を推進

します。 

 

⑷目指す姿４「食の安全が守られ、誰もが健やかで豊かな食生活を送っています。」の実現に 

向けた施策 

 

①食の生産から販売までの安全の確保 

〇食の生産から販売までの安全の確保に向けて、食品取扱施設の監視・指導や市内で生産される農

畜産物の伝染病対策などを行うほか、食品表示法に基づく表示の徹底や国、関係機関等との連携

を推進します。 

 

②食の自主的な衛生管理などの推進 

〇食の自主的な衛生管理などの推進に向けて、事業者のＨＡＣＣＰ（ハサップ）の導入や自主的な

衛生管理を支援するほか、札幌市内の施設における食の安全確保について、一層の自主管理を推

進します。 
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③食品の安全性などに関する学習機会や情報の提供 

〇食品の安全性などに関する学習機会や情報提供の充実に向けて、子どもから大人までの幅広い年

代が学習することのできる機会の提供や家庭、地域などにおける食育を進めるほか、食の安全・

安心について、様々な広報媒体を用いて、正しい情報を入手できる環境の整備を進めます。 

 

 

まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「誰もが災害に備え、迅速に回復し、復興できるまち」

が実現している 

2．94 ３．３０ 

「日常の安全が保たれたまち」が実現している 3．34 ３．６０ 

  

市民評価 
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５ 経済  

経済分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標１０ 強みを生かした産業が北海道の経済をけん引しているまち」 

「まちづくりの基本目標１１ 多様な主体と高い生産性、チャレンジできる文化が経済成長を

支えるまち」 

「まちづくりの基本目標１２ 雇用が安定的に確保され、多様な働き方ができるまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇食の輸出拡大やブランド力向上の更なる推進（まちづくりの基本目標 10⑴関連） 

〇国内外から獲得する観光消費の拡大に向けた支援（まちづくりの基本目標 10⑴関連） 

〇ＩＴ分野やクリエイティブ分野、健康福祉・医療分野の産業の成長の促進 

（まちづくりの基本目標 10⑵関連） 

〇中小企業におけるデータや先端技術の活用への支援（まちづくりの基本目標 11⑵関連） 

〇スタートアップの創出の促進（まちづくりの基本目標 11⑶関連） 

〇企業誘致の促進（まちづくりの基本目標 11⑷関連） 

〇人手不足の解消に向けた人材確保への支援（まちづくりの基本目標 12⑴関連） 

〇求職者への就業支援と働きやすい職場環境の整備（まちづくりの基本目標 12⑴、⑵、⑶関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

 

  

 まちづくりの基本目標１０ 強みを生かした産業が北海道の経済をけん引しているまち  

 

⑴目指す姿１「札幌市・北海道の強みである食や観光分野の産業が、時代の潮流を的確に捉え、国

内外からの新たな消費を生み出し、札幌市はもとより北海道の経済成長をけん引しています。」

の実現に向けた施策 

 

①食産業の更なる活性化 

○食産業の国内外への販路の拡大・開拓に向けて、商談機会の創出や海外進出への支援を行います。 

○食の産地・製造地としてのイメージ・ブランド力を強化するため、食の魅力の掘り起こしを行う

とともに、食産業の担い手の育成への支援を通じて食の強みを高め、国内外にその魅力を発信し

ます。 

○食産業の競争力の強化に向けて、加工製造業などにおける札幌市・北海道の魅力を生かした商品

開発や認証取得のための取組を支援します。 

 

②観光の高付加価値化と国内外からの誘客の拡大 

○観光の高付加価値化に向けて、札幌市・北海道ならではの観光資源（食、自然、文化、夜間観光

など）を活用したコンテンツの充実などに取り組みます。 

  

充実・強化します！ 
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○道内観光の拠点都市として国内外から多くの観光客を呼び込むため、北海道新幹線の札幌駅まで

の延伸・開業や都心部の再開発88などの機会を生かしながら、欧米等への市場の拡大も視野に入

れた誘致プロモーションなどの誘客の促進に取り組むほか、受入環境の整備を進めます。 

○ポストコロナ89におけるＭＩＣＥ90の需要等の市場動向を踏まえ、来札者の増加に向けた取組を推

進します。 

※スノーリゾート・スポーツツーリズムの推進の観点は、「６スポーツ・文化分野」の基本目標１４

に記載。 

 

⑵目指す姿２「ＩＴ分野やクリエイティブ分野、健康福祉・医療分野の産業が、国内外から投資や

人・企業を呼び込み、札幌市の新たな強みとして更なる成長を遂げています。」の実現に向けた施

策 

 

①ＩＴ産業の成長の促進 

○ＩＴ産業の振興に向けて、ＩＴ人材の確保・育成やＩＴ産業における販路拡大を支援するほか、

市内企業の先端技術の活用を促進します。 

 

②クリエイティブ産業の成長の促進 

○クリエイティブ産業91の振興に向けて、企業のデザイン経営92の導入を支援するとともに、コンテ

ンツ分野の開発支援や人材確保に取り組みます。 

 

③健康福祉・医療分野の産業の成長の促進 

○健康福祉・医療分野の産業の振興に向けて、企業などにおける研究開発環境の整備やネットワー

クの構築を支援し、産業の集積を促進します。 

 

 まちづくりの基本目標１１ 多様な主体と高い生産性、チャレンジできる文化が経済 

成長を支えるまち  

 

⑴目指す姿１「中小企業・小規模企業や商店街など、事業を営むもの全ての活動が活発で、地域の

にぎわいや経済を支えています。」の実現に向けた施策 

 

①中小企業の経営基盤の強化 

○中小企業の経営基盤の強化に向けて、資金繰りや事業承継等の経営課題の解決のほか、新製品や

新技術の企画、開発、販促活動などを支援します。 

 
88 【再開発】都市を計画的な意図のもとにつくり変えることであり、ここでは、市街地再開発事業をはじめ、地区計画や総合設

計制度等の規制・誘導策や、地域主体のまちづくり活動など多種多様な手法を含む 
89 【ポストコロナ】ここでは、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行以降の社会情勢をいう。 
90 【ＭＩＣＥ】多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。Meeting（会議・セミナー）、Incentive tour（企業

報奨・研修旅行）、Convention（大会・学会・国際会議）、Exhibition（イベント・展示会・見本市）の頭文字を取ったもの 
91 【クリエイティブ産業】個人の創造性や技能・才能に由来し、また、知的財産権の開発を通じて富と雇用を創造し得る産業 
92 【デザイン経営】企業が大切にする価値・意志を表現する取組と顧客の潜在的なニーズを基に事業化を構想する取組によ

り、ブランドの構築とイノベーションを促進し、企業の競争力を向上させる経営手法 
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②商店街の活性化 

○商店街の活性化に向けて、にぎわいの創出や集客の促進のほか、組織の基盤強化を支援します。 

 

⑵目指す姿２「様々な分野でデータや先端技術が活用され、生産性が向上することにより、人口減

少社会においても持続的な経済成長を遂げています。」の実現に向けた施策 

 

①データや先端技術の活用による生産性などの向上やサービスの創出 

○様々な分野における生産性と強じん性の向上に向けて、中小企業におけるデータや先端技術の活

用の促進に関する支援を行うとともに、データセンターなどのデジタルインフラの集積に取り組

みます。 

○企業における新サービスの創出やデータに基づく経営の実現に向けて、官民問わずに有益なデー

タを集積し、広く活用に供します。 

 

⑶目指す姿３「行政、大学、民間組織などの関係機関が一体となり、起業家を育成・支援する体制

や環境が充実し、誰もがチャレンジできる文化が根付くことにより、多くのスタートアップが生

まれ続けています。」の実現に向けた施策 

 

①スタートアップの更なる創出 

○スタートアップ・エコシステムの成熟に向けて、企業、大学などと連携した人材の育成を進め、

スタートアップの創出・集積を促進するとともに、スタートアップを支援する企業や人材を呼び

込み、スタートアップの成長フェーズに適した事業拡大などに関する支援を行います。 

 

⑷目指す姿４「様々な企業の立地や創業が進むことにより、産学官連携や、国内はもとより海外の

企業などとの交流が活発に行われ、ビジネスチャンスや新たな価値が創出され続けています。」

の実現に向けた施策 

 

①新たな産業やビジネスの創出 

○北海道新幹線の札幌駅までの延伸・開業や都心部の再開発を経済圏域の拡大の契機と捉え、魅力

のある雇用の場を創出するため、札幌市の強みや優位性を生かした企業誘致を促進するとともに、

創業に関する支援を充実します。 

○新たな産業やビジネスの創出に向けて、産学官などによるオープンイノベーションを促進し、産

業交流ができる環境を充実します。 

 

②積極的な外需の獲得 

○積極的な外需の獲得に向けて、企業の海外展開や外国人材の採用のほか、国際ビジネス人材の育

成を支援します。 
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 まちづくりの基本目標１２ 雇用が安定的に確保され、多様な働き方ができるまち  

 

⑴目指す姿１「安心して働ける魅力的な雇用が安定的に確保されるとともに、企業も必要とする人

材を確保できています。」の実現に向けた施策 

 

①雇用の安定的な確保と道外・海外からの人材の誘致 

○就業率の向上に向けて、求職者の地元企業への就業を支援します。 

○企業の人材確保に向けて、人材採用や育成のほか、地元定着率の向上に関する支援を行います。 

また、道外・海外から札幌市の経済を担う人材を呼び込むため、ＵＩＪターンの促進や高度人材

の誘致を支援します。 

 

⑵目指す姿２「多様な人材が持てる能力を発揮し、誰もがやりがいや充実感を得ながら働くことが

できているとともに、高い専門性を生かすことができる職場で、若い世代を始めとした幅広い年

代の人材が活躍しています。また、こうした多様性が、イノベーションをもたらすきっかけとな

っています。」の実現に向けた施策 

 

①多様な人材の活躍機会の創出 

○若い世代の地元定着に向けて、高い専門性のある地元企業と若者の交流機会を創出するなど、地

元企業への就業を促進します。 

○女性、高齢者、外国籍の方、障がいのある方などの活躍機会の創出に向けて、多様な人材の就業

を支援します。 

 

⑶目指す姿３「働きやすい職場環境が整備されるとともに、多様で柔軟な働き方や、仕事と生活の

調和のとれた生き方が実現しています。」の実現に向けた施策 

 

①働きやすい就業環境の整備 

○企業における働きやすい就業環境の整備に向けて、時間や場所を選択できる柔軟な働き方の導入

や働き方改革に関する支援を行います。 

 

 

まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「強みを生かした産業が北海道の経済をけん引してい

るまち」が実現している 

３．２9 ３．６０ 

「多様な主体と高い生産性、チャレンジできる文化が経

済成長を支えるまち」が実現している 

2．89 ３．３０ 

「雇用が安定的に確保され、多様な働き方ができるま

ち」が実現している 

2．84 ３．２０ 

  

市民評価 
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６ スポーツ・文化 

スポーツ・文化分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標１３ 世界屈指のウインタースポーツシティ」 

「まちづくりの基本目標１４ 四季を通じて誰もがスポーツを楽しむことができるまち」 

「まちづくりの基本目標１５ 文化芸術が心の豊かさや創造性を育み、世界とつながるまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇ウインタースポーツ環境の整備や大規模大会の開催と円滑な運営 

（まちづくりの基本目標 13⑴、⑵関連） 

〇気軽に楽しむことができるスポーツ活動の場の提供（まちづくりの基本目標 14⑴関連） 

〇スノーリゾートとしてのブランド化（まちづくりの基本目標 14⑵関連） 

〇子どもや障がいのある方などによる文化芸術の鑑賞や活動へのサポート 

（まちづくりの基本目標 15⑴関連） 

〇国際的な文化芸術イベントの開催（まちづくりの基本目標 15⑵関連） 

〇文化財などの保全と継承の担い手の育成（まちづくりの基本目標 15⑶関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

 

まちづくりの基本目標１３ 世界屈指のウインタースポーツシティ 

 

 

 

 

 

①ウインタースポーツに参加しやすい環境づくり 

○ウインタースポーツに参加しやすい環境づくりに向けて、ウインタースポーツ体験の場の整備や

きっかけづくりを充実します。 

 

②将来のウインタースポーツアスリートの発掘・支援 

○将来のアスリートの発掘・支援や競技力の向上に向けて、アスリートから指導を受けることがで

きる機会を設ける取組などを行うほか、ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点93等の

機能の強化を推進します。 

  

 
93 【ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点】冬季競技など、「味の素ナショナルトレーニングセンター」では対応でき

ない競技について、各競技の選手強化活動のために国が指定した施設。科学・医学・情報面のサポート環境の高機能化な

どが行われている。札幌市内では札幌市大倉山ジャンプ競技場・札幌市宮の森ジャンプ競技場・西岡バイアスロン競技場

が指定されている。 

⑴目指す姿１「身近なところでウインタースポーツを楽しむことのできる環境が充実しています。

また、札幌市で育ったウインタースポーツのアスリートが国内外で活躍しています。」の実現に向

けた施策 

充実・強化します！ 
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まちづくりの基本目標１４ 四季を通じて誰もがスポーツを楽しむことができるまち 

 

 

 

①様々な分野のまちづくりの加速化に向けたオリンピック・パラリンピック冬季競技大会の招致 

○ウインタースポーツの振興や国際親善、経済の活性化のみならず、様々な分野におけるまちづく

りの加速化に向けて、オリンピック・パラリンピック冬季競技大会の開催を目指します。 

 

②ウインタースポーツ大会の開催・誘致 

○札幌市ならではの冬のにぎわいの創出、大規模なウインタースポーツ大会の開催経験の蓄積によ

る大会の円滑な運営や大会を契機としたシティプロモート94の促進と観戦文化の醸成に向けて、

大規模大会の誘致や集客の取組を行うとともに、ウインタースポーツ施設の機能の向上のほか、

大会運営を支えるボランティアの能力の向上や参加機会の拡充を支援します。 

 

 

 

 

 

 

①誰もがスポーツを楽しむことができる環境づくり 

〇スポーツを気軽に楽しむことができる環境づくりに向けて、スポーツ活動の場の提供やアマチュ

アスポーツ大会の開催への支援などを行うほか、プロスポーツの観戦機会の充実等に取り組むと

ともに、市有施設の整備や民間施設の整備への支援などを行います。 

〇障がい者スポーツの普及に向けて、障がい者スポーツの体験会や指導者養成のための講習会など

を実施するほか、障がい者スポーツの場の充実などに取り組みます。 

〇市民の競技力の向上などのほか、トップアスリートの育成や市民のスポーツ活動の充実に向けて、

運動部活動などにアスリートを派遣するなど、地域のスポーツ活動を支援します。 

 

②スポーツを通じた健康づくり 

○スポーツで得られた医科学的知見を市民に還元する仕組みづくりに向けて、関係機関との連携体

制を構築するほか、ＩＣＴの活用などによる、スポーツ医学や栄養学、予防医療等の知見を生か

した取組を行います。  

 
94 【シティプロモート】まちの魅力を再発見し、創造することで新しい都市の輝きをつくり出すとともに、市民が誇りをもってそ

の魅力を内外に発信することで、世界の人々と多様な関係を築くための一連の活動 

⑵目指す姿２「豊富な降雪量と都市機能を合わせ持つ世界でも希少な環境を生かして、大規模なウ

インタースポーツ大会を誘致・開催し、世界から注目されています。」の実現に向けた施策 

⑴目指す姿１「誰もがスポーツを楽しみながら、心身共に健康で充実した生活を送っています。ま

た、スポーツで得られた知見が市民の健康づくりなどに生かされています。」の実現に向けた施策 
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まちづくりの基本目標１５ 文化芸術が心の豊かさや創造性を育み、世界とつながるまち  

 

 

 

①スポーツを通じた地域経済の活性化 

○スポーツの参加者や国内外からの誘客の拡大のほか、スポーツツーリズム95の推進に向けて、プ

ロスポーツチームと連携したスポーツを通じたまちづくりへの取組のほか、札幌ドーム周辺にお

ける様々なスポーツに触れる機会の提供や集客交流機能の強化等を行うとともに、道内他市町村

や関係団体と連携し、国内外へのプロモーションなどを行います。 

○身近なところでスポーツをする・みる・ささえることのできる環境の実現とアーバンスポーツ96

やバーチャルスポーツ97などの競技の認知度の向上や競技者の裾野の拡大に向けて、スポーツ大

会や障がい者スポーツ大会のほか、アーバンスポーツやバーチャルスポーツなどの新たなスポー

ツの大会を開催・誘致するとともに、これらへの支援を行います。 

 

②スノーリゾートとしてのブランド化 

○スノーリゾートとしてのブランド化に向けて、市内や道内のスキー場、宿泊・観光施設などの関

連事業者の連携を支援するとともに、ウインタースポーツやスノーアクティビティ、冬の文化体

験等の札幌市ならではの魅力的な冬季観光コンテンツの充実などに取り組みます。 

 

※高次機能交流拠点であるスノーリゾートエリアにおける民間開発の誘導などは、「都市空間分野」

の基本目標１９に記載。 

 

 

 

 

 

 

①誰もが文化芸術に親しむことができる環境づくり 

○誰もが文化芸術に親しむことができる環境づくりに向けて、子どもや障がいのある方などにも文

化芸術の鑑賞や体験の機会を充実します。 

〇文化芸術に気軽に触れることができる環境の充実に向けて、文化芸術イベントの開催や文化芸術

施設の改修・更新などを行うほか、中学校の文化部活動における地域の文化芸術団体等との連携・

協働に取り組みます。 

 

 
95 【スポーツツーリズム】スポーツを「みる」・「する」ための旅行そのものや周辺地域における観光に加え、スポーツを「ささえ

る」人々との交流、あるいは生涯スポーツの観点からビジネスなどの多目的な旅行者に対し、旅行先の地域でも主体的にス

ポーツに親しむことのできる環境の整備、そしてＭＩＣＥ推進の要となる国際競技大会の招致・開催、合宿の招致をも包含し

た、複合的でこれまでにない「豊かな旅行スタイルの創造」を目指すもの。国土交通省「スポーツツーリズム推進基本方針」

におけるスポーツツーリズムと同義 
96 【アーバンスポーツ】ボルダリング（スポーツクライミング）、ＢＭＸ（自転車）、スケートボード、３ｘ３（バスケットボール）などの

都市型スポーツ 
97 【バーチャルスポーツ】実際に身体を動かしながら、オンライン上の仮想空間で競うスポーツ 

⑵目指す姿２「スポーツをきっかけに国内外から人が訪れ、地域経済が活性化しています。」の実現

に向けた施策 

⑴目指す姿１「誰もが文化芸術に親しみ、創作や表現ができる環境が整い、多様な価値観が受け入

れられています。」の実現に向けた施策 
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②文化芸術活動を支える人材等が活躍することができる環境づくり 

○アーティストや文化芸術活動を支える人材が活躍することができる環境づくりに向けて、アーテ

ィストや文化芸術団体へのサポート体制の構築などを進めます。 

 

 

 

 

 

①札幌市ならではの文化芸術の世界への発信 

○札幌市ならではの文化芸術の世界への発信や人材の育成、文化観光を通じた交流人口の増加に向

けて、国際的な文化芸術イベントを行うほか、札幌芸術の森の魅力向上などに取り組みます。 

〇札幌市ならではの文化芸術の活性化に向けて、メディアアーツ98などの新しいテクノロジーの活

用や支援等に取り組みます。 

 

②文化を通じた交流や連携の促進 

○文化芸術による交流の創出や様々な分野との連携の機会づくりに向けて、様々な関係者が共に文

化芸術活動を行うことができる環境の整備を進め、まちの活性化につなげていきます。 

 

※文化の祭典でもあるオリンピック・パラリンピック冬季競技大会の招致は、「６スポーツ・文化」

の基本目標１３に記載 

※スノーリゾートとしてのブランド化に向けた文化体験などの観光コンテンツの充実は、「６スポ

ーツ・文化」の基本目標１４に記載 

※高次機能交流拠点である札幌ドーム周辺における文化振興は「８都市空間」の基本目標１９に、

札幌ドーム周辺の機能強化は「６スポーツ・文化」の基本目標１４に記載 

 

 

 

 

①文化・文化財の保存・活用と未来への継承 

○文化・文化財の価値を多くの市民が共有するため、文化・文化財の保存・改修を進めるとともに、

これらの活用に向けて市民や観光客への周知を行います。 

〇文化・文化財の未来への継承に向けて、継承の担い手の育成などを推進します。 

  

 
98 【メディアアーツ】デジタル技術などを用いた新しい芸術表現。映像、演劇・舞踊（パフォーミングアーツ）なども含む幅広い

表現 

⑵目指す姿２「札幌市ならではの文化が育まれ、世界に発信され、多くの人が集まるとともに、様々

な分野との連携によって新たな価値が創出され、まちの魅力が向上しています。」の実現に向けた

施策 

⑶目指す姿３「文化・文化財を適切に保存し様々な形で生かすとともに、札幌市への愛着を深める

ことで、札幌市の自然・歴史・文化が未来へ継承されています。」の実現に向けた施策 
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まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「世界屈指のウインタースポーツシティ」が実現してい

る 

３．６３ ３．８０ 

「四季を通じて誰もがスポーツを楽しむことができる

まち」が実現している 

３．57 ３．８０ 

「文化芸術が心の豊かさや創造性を育み、世界とつなが

るまち」が実現している 

３．３６ ３．６０ 

市民評価 
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７ 環境  

環境分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標１６ 世界に冠たる環境都市」 

「まちづくりの基本目標１７ 身近なみどりを守り、育て、自然と共に暮らすまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 

 

〇省エネルギー化の促進と再生可能エネルギーの導入の拡大や道内連携の促進 

（まちづくりの基本目標 16⑴、⑶関連） 

〇都心のエネルギーネットワークの整備やエネルギーマネジメントシステム99の導入の促進 

（まちづくりの基本目標 16⑵関連） 

〇あらゆる世代の行動変容を促す取組の推進（まちづくりの基本目標 16⑷関連） 

〇グリーンインフラ100の推進（まちづくりの基本目標 17⑴、⑵関連） 

〇Ｐａｒｋ－ＰＦＩなどの公園内における民間活力の導入（まちづくりの基本目標 17⑵関連） 

〇森林の整備や道産木材の利用の促進（まちづくりの基本目標 16⑶、17⑴関連） 

 

また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 

  

 まちづくりの基本目標１６ 世界に冠たる環境都市   
 

⑴目指す姿１「脱炭素社会の早期実現に向け、更なる省エネルギー化に加え、北海道・さっぽろ圏

101の豊富な再生可能エネルギーの導入拡大や新たなクリーンエネルギーである水素エネルギー

の活用のほか、ゼロエミッション自動車の普及が進んでいます。」の実現に向けた施策 

 

①家庭や事業所などにおける省エネルギー化の促進 

○環境性能の高い建築物の普及に向けて、ＺＥＨ・ＺＥＢなどに対する支援や光熱費等の見える化

などを促進します。 

○家庭や事業所等における二酸化炭素排出の少ない省エネルギー機器の普及に向けて、高効率な機

器の導入、灯油や重油を使用する機器から電気やガスを使用する機器への転換への支援などを行

います。 

 

②市有施設における省エネルギー化の推進 

○市有施設における省エネルギー化を推進するため、市有施設のＺＥＨ・ＺＥＢ化を始め、照明器

具のＬＥＤ化や使用電力の見える化などを進めます。 

 
99 【エネルギーマネジメントシステム】情報通信技術を活用して、家庭、オフィスビル、工場などのエネルギーの使用状況をリア

ルタイムに把握・管理し、最適化するシステム 
100 【グリーンインフラ】都市基盤の整備や土地利用などのハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能（防災・

減災、地域振興、環境保全など）を活用し、持続可能で魅力ある地域づくりを進める取組 
101 【さっぽろ圏】ここでは、さっぽろ連携中枢都市圏（圏域内の活力を維持し魅力あるまちづくりを進めるため、平成３１年（２０

１９年）３月に形成された圏域。連携中枢都市である札幌市のほか、小樽市、岩見沢市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、

石狩市、当別町、新篠津村、南幌町と長沼町により構成される。）のことをいう。 

  

充実・強化します！ 
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③家庭や事業所などにおける再生可能エネルギーの更なる利活用の促進 

○市民・企業などが使用する電力・熱の再生可能エネルギーの比率を高めるため、太陽光発電設備

の導入への支援や水素サプライチェーン102の構築などに向けた取組を推進します。 

 

④市有施設における再生可能エネルギーの更なる利活用の推進 

○市有施設で使用する電力の再生可能エネルギーの比率を高めるため、太陽光発電設備の設置など、

再生可能エネルギー由来の電力の導入を率先して進めます。 

○市有施設におけるエネルギーの有効活用を推進するため、下水熱などの未利用熱エネルギーや水

力などの再生可能エネルギーを積極的に利活用します。 

 

⑤自動車走行などの移動時における二酸化炭素排出量の削減 

○自動車走行などの移動時における二酸化炭素排出量を削減するため、ゼロエミッション自動車の

普及の促進や水素ステーション103の整備などを進めます。 

 

⑥ゼロカーボンのモデル地区の形成 

○ゼロカーボンをけん引するモデル地区を形成するため、大規模な再開発が行われるエリアにおい

て、スマートコミュニティ104の取組を推進します。 

 

⑵目指す姿２「エネルギー利用に関する世界トップレベルの取組が展開され、高い環境性能と強じ

ん性を兼ね備えた都心が形成されています。」の実現に向けた施策 

 

①都心の脱炭素化・強じん化 

○都心の脱炭素化・強じん化に向けて、再開発の機会を捉え、エネルギーセンター105や熱導管など

のインフラ106の整備を促進し、エネルギーの面的利用を拡大するとともに、建物の省エネルギー

化や地域熱供給の活用のほか、自立分散電源107の整備を促進します。 

 

②都心におけるエネルギー利用の最適化 

○エネルギー利用の最適化に向けて、各建物へのＢＥＭＳ108の導入を促進するとともに、エネルギ

ー関連データを活用し、エネルギーセンターを核としたＡＥＭＳ109の導入を促進します。 

 
102 【水素サプライチェーン】水素の製造から輸送、供給、利活用までの一連の流れ 
103 【水素ステーション】燃料電池自動車（ＦＣＶ）などに、燃料である水素を充塡する場所 
104 【スマートコミュニティ】太陽光や風力など再生可能エネルギーを最大限活用し、一方で、エネルギーの消費を最小限に抑

えていくため、家庭やビルなどを ITネットワークでつなげ、地域全体でエネルギーを有効活用する次世代の社会システム 
105 【エネルギーセンター】建物ごとに設置している冷暖房のための熱源設備や熱源供給するコージェネレーション設備（発電

と同時にその際生じる排熱も同時に利用する熱電併給システム）を一か所に集約設置して、周辺の建物に冷水や温水など

を供給する施設 
106 【インフラ】インフラストラクチャーの略。公共施設のうち、都市活動を支える道路、橋りょう、公園、上下水道などの施設 
107 【自立分散電源】比較的小規模な発電システムを需要地の近くに分散して配置したもの 
108 【BEMS】Building and Energy Management Systemの略。ICT技術を利用して業務用ビルの照明や空調等を

制御するなど、室内環境とエネルギー性能の最適化を図るためのビル管理システム 
109 【AEMS】Area Energy Management Systemの略。ICT技術を利用して、複数建物群(エリア)全体のエネルギー

利用の最適化を図るための管理システム 
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⑶目指す姿３「誰もがごみの減量・再使用・リサイクルなどに積極的に取り組むとともに、近隣地

域と資源を補完し支え合う地域循環共生圏110の形成を含めた循環型社会111が構築されています。」

の実現に向けた施策 

 

①ごみの減量の推進と持続可能な収集・処理体制の確立 

○家庭や事業所などから排出されるごみの減量などを推進するため、２Ｒ（リデュース・リユース）

を中心とした３Ｒ行動112を促進します。 

〇持続可能なごみ収集・処理体制を確立するため、清掃工場の更新や広域における廃棄物処理など

を推進します。 

 

②地域資源の利用の促進 

○地域循環共生圏の構築を見据え、北海道に存在する豊富な地域資源の利用や再生可能エネルギー

の地産地消を促進するため、道産木材の利用の促進や広域的なエネルギー連携などを行います。 

 

⑷目指す姿４「誰もが経済・社会とのつながりを理解しながら環境保全や気候変動対策などに取り

組んでおり、ライフスタイルの変革や技術革新が進んでいます。」の実現に向けた施策 

 

①環境保全などの取組への市民参加の促進 

○誰もが環境保全や気候変動対策などに取り組むため、あらゆる世代におけるＳＤＧｓを意識した

学びの推進やライフスタイルの変革を促進するとともに、これらの取組を先導する人材の育成や

支援などを行います。 

 

②経済と環境の好循環の創出 

○経済と環境の好循環を創出するため、世界的な環境金融113の資金も呼び込みながら、再生可能エ

ネルギーの地産地消や企業誘致、新技術の開発支援、人材育成などＧＸ114関連事業を進めます。 

 

③都市・生活型公害の防止 

〇都市・生活型公害の防止に向けて、大気・水質・騒音などの現況を適切に把握するほか、都市・

生活型公害に関する情報発信や事業者への監視指導などを行います。 

  

 
110 【地域循環共生圏】各地域がその地域の資源を最大限活用しながら、自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応

じて資源を補完して支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方 
111 【循環型社会】廃棄物の発生抑制、循環的な利用や適正処分により天然資源の消費を抑制して環境への負荷ができる限

り低減される社会 
112 【３Ｒ行動】ごみ減量行動のリデュース（発生・排出抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再生利用） 
113 【環境金融】金融市場を通じて環境への配慮に適切な誘因を与えることで、企業や個人の行動を環境配慮型に変えていく

メカニズム。環境金融の具体的な役割は、環境負荷を低減させる事業に資金が直接使われる投融資と、企業行動に環境へ

の配慮を組み込もうとする経済主体を評価・支援することで、そのような取組を促す投融資などがある。 
114 【GX（グリーントランスフォーメーション）】産業構造・社会構造を温室効果ガス排出につながる化石エネルギー中心から、

再生可能エネルギーなどのクリーンエネルギー中心へ変革していくこと 
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まちづくりの基本目標１７ 身近なみどりを守り、育て、自然とともに暮らすまち  

 

⑴目指す姿１「森林、農地、公園や河川などの保全・創出・整備により、豊かなみどりのあるまち

の中で、誰もが健康的で幸福感の高い生活を送っています。」の実現に向けた施策 

 

①みどりの更なる魅力・利便性の向上 

○暮らしに身近なみどりの更なる魅力・利便性の向上を図るため、公園や水辺空間等のみどりの創

出・保全のほか、幼稚園や小学校等における緑化の推進や地域の緑化活動への支援などを行いま

す。 

 

②良好な都市環境の維持・創出 

○良好な都市環境を維持・創出するため、市街地を取り巻く森林の整備や地域の特性に応じた農地

の保全・活用を推進するとともに、森林の整備や農地の保全などを担う人材の育成や担い手の確

保に向けた支援を行います。 

 

⑵目指す姿２「森林や公園などの身近なみどりが自然との触れ合いや人々の交流の場に加え、防災、

経済活動、水源かん養、二酸化炭素の吸収などの多面的な機能を発揮し、都市の魅力やレジリエ

ンス（自己回復力・強じん性）を高めています。」の実現に向けた施策 

 

①みどりに触れ合う機会の創出 

○あらゆる世代が暮らしの快適性を高めるみどりに触れ合う機会を創出するため、公園の再整備や

機能分担などにより公園の魅力を向上させるほか、公園の利用やみどりづくり活動への参加を促

進するとともに、自然歩道等の保全などを行います。 

 

②みどりが有する多様な機能や魅力の活用 

○防災機能や経済の振興、にぎわい創出などのみどりが有する多様な機能や魅力を発揮するため、

公園内への民間活力の導入を推進するとともに、官民協働によるグリーンインフラ（雨水浸透緑

化115等）の取組を行います。 

 

⑶目指す姿３「生物多様性116が広く理解され、地域本来の生態系が維持された中で自然と人とが共

生しています。」の実現に向けた施策 

 

①自然と人との共生 

○地域本来の生態系が維持され、市民が安心した生活をすることができるよう、野生動物（ヒグマ

等）との共生や外来種による影響に関する情報発信を推進するほか、市街地への野生動物の侵入

抑制策や外来種の防除対策などを行います。 

 
115 【雨水浸透緑化】雨水を浄化しながら貯留・浸透させる緑化工法。雨水を貯留・浸透する機能とみどりによる景観向上機能

の２つを併せ持ち、複合的に都市環境の改善を図ることが期待できる。 
116 【生物多様性】地球上の多種多様な生き物全てがそれぞれ支え合い、つながり合いながら生きている状態 
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○自然と人とが共生することができるよう、生物多様性に関する情報発信を推進するともに、円山

動物園における教育機能を強化します。 

〇人と動物が共生する社会を実現できるよう、新たに「仮称）動物愛護センター」を整備し、関係

団体や専門家との連携等により、動物の愛護や適正な管理に関する学びの拠点としての機能を強

化するとともに、地域における動物愛護管理の取組に対する支援を行います。 

 

 

 

まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「世界に冠たる環境都市」が実現している ２．８９ ３．３０ 

「身近なみどりを守り、育て、自然と共に暮らすまち」

が実現している 

３．７２ ３．９０ 

市民評価 
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８ 都市空間  

都市空間分野においては、ビジョン編に掲げる 

「まちづくりの基本目標１８ コンパクトで人にやさしい快適なまち」 

「まちづくりの基本目標１９ 世界を引きつける魅力と活力あふれるまち」 

「まちづくりの基本目標２０ 都市基盤を適切に維持・更新し、最大限利活用するまち」 

を目指し、主に次の観点を充実・強化していきます。 

 
 

〇市街化調整区域117も含めた計画的・戦略的な土地利用の促進（まちづくりの基本目標 18⑴関連） 

〇都心・地域交流拠点・住宅市街地（複合型高度利用市街地118・郊外住宅地・一般住宅地119）にお

ける居心地が良く歩きやすく・滞留したくなる空間の形成 

（まちづくりの基本目標 18⑵、⑶、19⑴関連） 

〇住宅市街地の地域特性に合わせた機能の誘導や公共施設の複合化や再編 

（まちづくりの基本目標 18⑶関連） 

〇持続可能な公共交通ネットワークの形成（まちづくりの基本目標 18⑷関連） 

〇丘珠空港周辺、スノーリゾートエリアなどにおける札幌市の強み・魅力を更に高める都市機能の

高度化と集積（まちづくりの基本目標 19⑵関連） 

〇道路や広場などの空間の柔軟な利活用の推進と民間による利活用の促進 

（まちづくりの基本目標 20⑶関連） 

 
また、「まちづくりの基本目標」ごとの目指す姿の実現に向けた施策を次のとおり定めます。 
 

  

 まちづくりの基本目標１８ コンパクトで人にやさしい快適なまち   
 

⑴目指す姿１「都市空間の種別に応じた土地利用と四季の変化が感じられる良好な景観の形成など

により、多様なライフスタイルを実現できる魅力あるまちになっています。」の実現に向けた施

策 

 

①計画的・戦略的な土地利用の推進 

○多様なライフスタイルが実現した、札幌市らしい魅力あるまちの実現に向けて、土地利用計画制

度120の適切な運用などを行います。 

○市街化調整区域においては、自然環境の保全を前提に、個々の地域特性を踏まえながら、産業や

観光、文化芸術、スポーツなどの機能の集積や高度化を見据え、各種規制の運用を見直すことな

どにより、限定的な土地利用を促進します。 

 
117 【市街化調整区域】無秩序な市街化を防止するために、原則として市街化を抑制すべきエリア。市街化調整区域は、都市

計画法により建築が認められるものを除いて、原則、建築物の建築、増改築や用途変更を行うことはできない。 
118 【複合型高度利用市街地】おおむね環状通の内側、地下鉄の沿線と地域交流拠点の周辺で、集合型の居住機能と多様な

生活利便機能が集積するエリア 
119 【一般住宅地】複合型高度利用市街地と郊外住宅地以外で、多様な居住機能と生活利便機能が調和を保って立地するエ

リア 
120 【土地利用計画制度】まちづくりの諸施策のうち、都市計画法に基づく制度の一つであり、土地利用に関するルールを定め、

個別の建築行為などを規制・誘導することによってまちづくりの目標の実現を図るもの 

充実・強化します！ 
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②個性的で魅力的な景観の形成 

○個性的で魅力的な景観の形成に向けて、多様な主体と連携し、地域の個性を踏まえながら景観づ

くりを進めます。 

 

⑵目指す姿２「地域交流拠点」では、商業・サービス機能や行政機能など多様な都市機能の集積が

進み、快適な交流・滞留空間や歩きたくなる空間が形成され、様々な活動が行われています。」の

実現に向けた施策 

 

＜地域交流拠点（一覧）＞ 

 ●新さっぽろ ●宮の沢 ●麻生・新琴似 ●真駒内 ●栄町 ●福住 ●大谷地 ●白石 ●琴似 

 ●北２４条 ●平岸 ●澄川 ●光星 ●月寒 ●手稲 ●篠路 ●清田 

 

①都市機能の向上・集約や歩きたくなる空間の形成 

○地域交流拠点における都市機能の向上や歩きたくなる空間の形成に向けて、各拠点の特性を踏ま

えながら、民間開発を誘導するほか、公共的な空間の整備などを促進します。 

○地域交流拠点への多様な都市機能の集積に向けて、区役所などの主要な公共施設の地域交流拠点

への配置を原則とし、老朽化した施設の機能集約などを行います。 

 

②エリアマネジメント121の推進 

○民間開発や公共施設の機能集約などをきっかけとして、まちづくりを進展させるため、地域にお

けるまちづくり計画の策定やエリアマネジメントなどの取組を支援します。 

 
121 【エリアマネジメント】住民・事業主・地権者などが主体となって地域の現状や課題について話し合い、地域における良好な

環境や地域の価値の維持・向上につなげる取組 
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③先行的に取り組む地域交流拠点におけるまちづくり 

○次の地域交流拠点は、都市のリニューアル時期の到来や民間開発などの動きを見据え、更なる

人々の交流が生まれる拠点の形成に向けて、第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンの計画期間中

において、各拠点の特性を踏まえたまちづくりを先行的に進めます。 

真駒内 
真駒内地域はもとより南区全体の魅力の向上に資する拠点の形成に向けて、土地利用の再編による

利便性の向上やにぎわいの創出、交通結節点122としての機能の向上などを行います。 

篠路 
北区北部の生活を支える主要な拠点としての機能の向上に向けて、鉄道高架等の社会基盤の整備

を進めるとともに、篠路駅周辺地区の低未利用地の利活用などを進めます。 

清田 

清田区役所周辺の都市機能の向上のほか、地域のにぎわいづくりや利便性の向上に向けて、清田区

民センターの移転や地域の魅力を広く発信する仕組みの構築、公共交通機能の向上に向けた検討

などを行います。 

 

⑶目指す姿３「「複合型高度利用市街地」では、集合型の居住機能と多様な生活利便機能が集積し、

「一般住宅地」では、多様な居住機能と生活利便機能が調和を保って立地し、「郊外住宅地」で

は、地域特性に応じた生活利便機能が確保されたゆとりある良好な住環境が維持されています。」

の実現に向けた施策 

 

＜住宅市街地（複合型高度利用市街地・郊外住宅地・一般住宅地）＞ 

 

①住宅市街地における歩きたくなるまちづくりの推進 

○住宅市街地において歩きたくなるまちづくりを進めるため、みどりや地域の魅力あるスポットを

 
122 【交通結節点】複数・異種の交通手段の接続が行われる場所 
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活用し、四季を通じて歩きたくなる仕組みづくりなどを行います。 

 

②複合型高度利用市街地における生活利便機能の集積 

○複合型高度利用市街地では、集合型の居住機能と多様な生活利便機能の集積に向けて、容積率の

緩和等に関する土地利用計画制度や補助制度を活用した支援を行うほか、リノベーション123によ

る既存ストック124の活用などを促進します。 

 

③一般住宅地や郊外住宅地における持続可能な住環境の形成や地域の魅力の創出 

○一般住宅地や郊外住宅地では、持続可能な住環境の形成や地域の魅力の創出のため、地域住民が

主体となった地域におけるまちづくり計画の策定やまちづくり活動への支援などの地域と行政

の協働によるまちづくりに向けた取組のほか、身近な範囲に生活利便施設を建てられるようにす

るなどの土地利用計画制度の適切な運用や、空き家等の発生抑制や不動産の売却、賃貸化等によ

る流通・活用の促進などの総合的な空き家対策を行います。 

 

④地域コミュニティエリア125の形成による地域の活性化や魅力の向上 

○身近な生活圏域を範囲とした小規模な地域コミュニティエリアの形成による地域の活性化に向

けて、小・中学校を中心としたまちづくりセンター・地区会館、児童会館などの地域コミュニテ

ィ施設の複合化や日常生活に必要な機能配置などを行います。 

○公共施設の建て替え・再編などと連携したまちづくりの推進やエリアの魅力の向上に向けて、民

間活力の導入も見据えた公共施設の跡地・跡施設の利活用やみどりの創出などを行います。 

○市内最大規模の市営住宅団地が立地するもみじ台地域においては、持続可能な地域コミュニティ

を形成していくため、更新時期を迎える市営住宅等の公共施設の再編を進めるとともに、官民連

携による跡地活用の検討などの土地利用の再編に向けた取組を行います。 

 

 

平成３１年（２０１９年）３月に厚別区の旧札幌市立上野幌東小学校と旧札幌

市立上野幌西小学校を統合し、札幌市立ノホロの丘小学校が開校しました。 

旧札幌市立上野幌西小学校は、学校としてはもちろんのこと、様々な役割

を果たす地域の拠点的な施設であったこともあり、校舎を地域において引き

続き活用したいとの希望があったことから、地域住民の方と共に跡活用を検

討し、令和３年（2021 年）１月に、民間活力の活用により「カミニシヴィレッ

ジ」が整備されました。「カミニシヴィレッジ」には、認定こども園新さっぽろ幼

稚園・保育園のほか、地域の方がワークショップ、サークル活動、イベント等の多様な活動ができるレンタル

スペースも整備され、地域コミュニティの核となる施設となっています。 

 

 
123 【リノベーション】既存の建物に対して新たな機能や価値を付け加える改修・改装工事 
124 【既存ストック】これまで整備されてきた道路、公園等のインフラや学校、住宅等の建築物など 
125 【地域コミュニティエリア】身近な公共施設の利用圏域である小学校区に相当するエリア 

コラム ー 小学校の旧校舎の跡活用 

カミニシヴィレッジの様子 

＜資料＞カミニシヴィレッジ HP 
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⑷目指す姿４「四季を通じて、誰もが快適に利用でき、環境にもやさしい移動環境・手段が整備さ

れることにより、公共交通を軸とした持続可能でシームレス126な交通ネットワークが確立されて

います。」の実現に向けた施策 

 

①持続可能でシームレスな交通ネットワークの確立 

○公共交通を軸とした持続可能でシームレスな交通ネットワークの確立に向けて、地下鉄や路面電

車の利便性の向上やバスネットワークの維持に向けた取組を行うほか、デマンド交通127の導入や

交通結節点128における乗継機能の強化・移動の円滑化などを行います。 

 

②道路ネットワークの維持・充実 

○安全で快適に利用することができる道路ネットワークの維持・充実に向けて、幹線道路網や生活

道路の整備などを行います。 

 

 まちづくりの基本目標１９ 世界を引きつける魅力と活力あふれるまち  

 

⑴目指す姿１「「都心」では、民間投資と共鳴した新しい時代にふさわしい高次の都市機能の集積が

進んでいます。 

また、快適な交流・滞留空間やみどりの創出、移動環境の充実により、魅力的でうるおいのあ

る歩きたくなる都心が形成されるとともに、データや先端技術の活用などにより、イノベーショ

ンが創出され、新しい価値が生まれ続けています。」の実現に向けた施策 

 

①持続可能で魅力ある都心の形成 

○持続可能で魅力ある都心の形成に向けて、民間投資と民間のノウハウを活用しながら、再開発に

よる土地の高度利用と都市機能の更新、脱炭素化・強じん化を促進するほか、地域特性を生かし

た官民連携によるまちづくりの推進、開発に対するきめ細やかな誘導・調整やエリアマネジメン

トの支援、まちなみへの配慮や眺望景観の創出に向けた誘導などを行います。 

 

②札幌駅や大通と、その周辺における魅力・拠点性の向上 

○札幌駅とその周辺では、令和１２年度（２０３０年度）末に予定されている北海道新幹線の札幌

駅までの延伸・開業による交流人口の拡大などを見据え、北海道・札幌の国際競争力をけん引し、

その活力を展開させる拠点を形成するため、札幌駅周辺では道都札幌の玄関口にふさわしい空間

の形成や、高次都市機能・交通結節機能の強化などを行います。 

○大通とその周辺では、札幌の象徴性を継承し、新たな都心の魅力と活力を育んでいくため、大通

公園等の地域資源を生かした再開発の誘導・調整などを通じて公園・道路・建物を一体的に感じ

られる街並みを形成していくとともに、大通と創成川通の交点周辺における象徴的な空間の創出

などを進めます。 

 
126 【シームレス】ここでは、交通機関間の乗換えの利便性が向上し、円滑な移動ができる状態のことをいう。 
127 【デマンド交通】予約型の運行形態の輸送サービス 
128 【交通結節点】複数・異種の交通手段の接続が行われる場所 

  

  



78 

 

 

③都心の交通体系の強化や歩きたくなる空間の形成 

○都心のまちづくりを支える交通体系の強化や回遊性の向上、居心地が良く歩きたくなる空間の形

成に向けて、北海道新幹線の札幌駅までの延伸・開業にあわせてＡＩを活用したデマンド交通や

水素燃料車両等の技術を活用した新たな公共交通の運行開始に向けた取組を推進するほか、新た

なモビリティ129の動向を踏まえたモビリティスポット130の配置などの検討を進めるとともに、官

民連携による歩行環境の改善や地上・地下の重層的かつ安全・安心な歩行空間の整備、快適な滞

留空間の創出などを行います。 

 

④みどり豊かな都心の形成 

○みどり豊かなうるおいのある都心を形成するため、大通公園のあり方の検討のほか、公園や道路

などにおけるみどりの整備・改善に取り組むとともに、再開発の機会を捉え、官民連携による効

果的なみどりの創出を進めるほか、まちづくり団体などとも連携しながら、都心のみどりのネッ

トワーク化131を推進します。 

 

⑤イノベーションの創出や都心の付加価値の向上 

○イノベーションの創出や都心の付加価値の向上に向けて、人流や土地利用等のデータの利活用の

促進や官民協働による先進的なサービスの創出などにより、まちづくりを効果的かつ機動的に進

めます。 

  

 
129 【モビリティ】乗り物など人の移動に関すること 
130 【モビリティスポット】移動支援の拠点として、他の交通への結節機能に加え、情報発信や休憩機能を有するスポット 
131 【都心のみどりのネットワーク化】都心の魅力向上に向けて樹木や草花を活用し、美しく快適で連続的なみどりの空間を形

成すること。 
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⑵目指す姿２「「高次機能交流拠点132」では、国際的・広域的な観点を持った産業や観光、スポーツ、

文化芸術などの都市機能の高度化と集積が進み、国内外問わず、多くのヒト・モノ・投資・情報

を呼び込んでいます。」の実現に向けた施策 

 

＜高次機能交流拠点（一覧）＞ 

（新たに位置付ける拠点） 

●丘珠空港周辺 ●スノーリゾートエリア ●中島公園周辺 

（位置付けを変更する拠点） 

 ●円山動物園・大倉山周辺 ※大倉山周辺を追加 

（引き続き位置付ける拠点） 

●札幌ドーム周辺 ●藻岩山麓周辺 ●北海道大学周辺 ●苗穂 ●東雁来  

●モエレ沼公園・さとらんど周辺 ●大谷地流通業務団地 ●東札幌 

●札幌テクノパーク ●定山渓 ●札幌芸術の森 

 

 

 

 

 

  

 
132 【高次機能交流拠点】産業や観光、文化芸術、スポーツなど、国際的・広域的な広がりをもって利用され、北海道・札幌市

の魅力と活力の向上に資する高次の都市機能が集積するエリア 
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①都市機能の更なる高度化や集積 

○次の高次機能交流拠点については、国際的・広域的な観点を持った都市機能の高度化や集積に向

けて、その拠点の特性に応じた相乗効果が期待できる民間開発を誘導するとともに、民間活力を

生かしながら、必要な都市基盤・施設の整備などを行います。 

拠点 位置付け 

丘珠空港周辺 

北海道各地のビジネス・防災・医療を支える道内空港ネットワークの拠点として、また、道外と

も路線を結ぶ都市型空港として、滑走路延伸によるリージョナルジェット機の通年運航や運航

機会の拡大、空港へのアクセスの強化、メディカルウイング133の通年運用、利便施設の誘致な

ど、丘珠空港及び空港周辺エリアの更なる活用を図ります。 

スノーリゾート

エリア(テイネ・国際・ば

んけい・藻岩山・フッズ・滝

野) 

「雪の街の魅力」と「国際観光都市の魅力」とが融合した『都市型スノーリゾートシティ』の拠点

として、市民・観光客の多様なニーズに対応できるよう、スキー場利用客の満足度を高める施

設の整備やサービスの提供などにより、スキー場とその周辺エリアのレベルアップを図ります。 

円山動物園・大

倉山周辺 

環境教育や生物多様性の保全、スポーツ、観光などの拠点として、多様なメッセージの発信の

役割を果たすための機能強化を図ります。 

札幌ドーム周辺 

スポーツ・文化芸術や集客交流産業を振興する拠点として、多様なイベントが開催されること

はもとより、拠点の機能を高める施設の立地を進めるとともに、これらの施設と札幌ドームとの

相乗効果が期待できる機能誘導を図ります。 

中島公園周辺 
市民の憩いの場や国内外からの来訪者を含めた交流の拠点として、都心部の貴重なみどりの

魅力を向上させるとともに、集客・交流機能や芸術・文化機能の強化を図ります。 

北海道大学周

辺 

再生可能エネルギーの利活用や新しい産業振興の源泉となる技術の研究開発、活力のある企

業や人材の育成などを担う拠点として、産学官の連携を戦略的に強化していくとともに、敷地

の有効活用や施設の機能強化、脱炭素化などに向けて連携を図ります。 

定山渓 

北海道を代表する温泉地であるとともに、豊かな自然と共生した様々な体験が可能な宿泊・滞

在型の観光地としての魅力の向上に向けて、官民連携により、温泉街の魅力的な景観づくりや

多様な観光資源の磨き上げ、情報発信の強化などを行います。 

 

  

 
133 【メディカルウイング】地域の医療機関では提供できない高度・専門的医療を必要とする患者を医師による継続した医学

的管理の下、高度・専門医療機関へ計画的に搬送する固定翼機 
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②情報発信・プロモーションの強化、既存ストックの利活用 

○一定程度の都市機能が集積した次の高次機能交流拠点においては、拠点としての魅力や活力の向

上に向けて、情報発信・プロモーションを強化するほか、既存ストックの利活用などを行います。 

拠点 位置付け 

藻岩山麓周辺 
藻岩山の豊かな自然環境、藻岩山からの夜景等の景色や周辺の施設などを生かし、観光客や

市民を引き付ける魅力の向上を図ります。 

苗穂 

都心への近接性を生かし、札幌市中央体育館（北ガスアリーナ札幌４６）や複合商業施設等を

核としたスポーツ・集客交流産業の振興や利便性の高い複合型市街地の形成を図るため、都

心を含めた地域の回遊性を高める交通環境の整備などを進めます。 

東雁来 

良好な住環境を引き続き維持していくとともに、高速道路が近接している地理的環境を生か

し、流通業務地として他の拠点との相乗効果を生み出すなど、札幌市の産業に寄与していきま

す。 

モエレ沼公園・ 

さとらんど周辺 

文化芸術、スポーツ、レクリエーション134などの市民や来訪者の知識や理解を深め、創造性を

刺激する多様な活動の拠点として、水辺や農地、埋蔵文化財などを生かした良好な空間の更

なる活用や、拠点としての機能や魅力の向上に向け、土地利用の促進などを図ります。 

大谷地流通業

務地団地 

流通業務の拠点として、団地の機能更新や高度化・複合化などにより物流の効率化を進める

ほか、環境への負荷や物流コストの低減などを図ります。 

東札幌 
集客交流産業の振興と活力のある企業や人材の育成を先導する拠点として、札幌コンベンシ

ョンセンターや産業振興施設、商業・業務施設などの更なる活用や連携を図ります。 

札幌テクノパー

ク 

IT やバイオ、食を始めとする産業の振興に向けた研究開発拠点として、札幌市エレクトロニク

スセンターを核として、IT やバイオ、食が連携した広域的な産業・研究支援を強化するととも

に、周辺地域の再編と連動した機能強化を図ります。 

札幌芸術の森

周辺 

文化芸術の拠点として、札幌芸術の森美術館の更なる活用を図るとともに、札幌市立大学や

札幌アートヴィレッジとの連携を図るなど、文化芸術や産業の振興、産学官連携による研究開

発を促進します。 

  

 
134 【レクリエーション】疲れた肉体と精神をリフレッシュさせ、健康増進や新たなエネルギーを生み出すために、余暇を利用し

て行われる活動 
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⑶目指す姿３「「工業地・流通業務地135」では、操業環境の保全や土地利用の再編、低未利用地等の

適切な活用などにより、老朽化した施設の更新や機能の高度化・複合化が進んでいます。」の実現

に向けた施策 

 

①工業・流通業務地の更新や高度化・複合化 

○工業・流通業の業務継続に向けて、土地利用計画制度の適切な運用などにより、老朽化した工場

等の施設の更新や機能の高度化・複合化を支援するとともに、建て替え・増設に必要な工業用地

を求める事業者とのマッチング支援などを行います。 

 

⑷目指す姿４「広域交通ネットワークの充実・強化により、道内の都市や観光地を始め、国内外の

地域とのつながりが深まり、新たな交流が促進され、さっぽろ圏はもとより北海道全体の社会経

済活動が活発化しています。」の実現に向けた施策 

 

①広域交通ネットワークの形成 

○道内の都市や観光地を始めとした国内外の地域とのつながりを深めるとともに、自然災害等の発

生時にも対応可能な多様な交通手段が確保された広域交通ネットワークを形成するため、創成川

通の機能の強化や滑走路延伸を含む丘珠空港の機能の強化のほか、広域交通結節点136からの２次

交通137の充実・強化など、人や物の移動の円滑化に係る取組を行います。 

＜骨格的な道路ネットワーク図＞ 

 
135 【工業地・流通業務地】工業や流通業務に係る集約的な土地利用を推進するエリア 
136 【広域交通結節点】空港や新幹線駅などの国内外の地域や道内の主要都市等をつなぐ広域的な交通手段の接続が行わ

れる場所 
137 【２次交通】広域交通結節点などから目的地までに行くための交通手段 
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 まちづくりの基本目標２０ 都市基盤を適切に維持・更新し、最大限利活用するまち 

 

⑴目指す姿１「道路、交通施設、上下水道、公園、河川、廃棄物処理施設等のインフラや、住宅、

事務所、区役所、学校、スポーツ施設等の建築物は、老朽化のほか、必要な機能や人口動態、地

域の特性なども踏まえ、計画的な維持・保全・更新・再配置・複合化が行われ、誰もが快適に利

活用しています。 

また、ＩＣＴや先端技術の活用により、効率的な維持・保全や施設規模の適正化などが行われ

ています。」の実現に向けた施策 

 

①公共のインフラなどの効率的な維持・保全や施設規模の適正化 

○都市基盤の維持・更新等に要する費用を縮減・平準化するため、将来の人口動態などを踏まえる

とともに、環境への配慮のほか、ＩＣＴや先端技術なども活用しながら、公共のインフラや建築

物の効率的かつ計画的な維持・更新などを行います。 

 

②分譲マンションの適切な維持・保全 

○所有者等による分譲マンションの適切な維持・保全等に向けて、管理計画認定制度の運用や、管

理不全が懸念されるマンションへの助言・指導等のほか、専門家による助言体制の充実などによ

り、適正な管理を促進します。 

 

⑵目指す姿２「公共施設では、整備や運営・維持管理などに関する積極的な官民連携により、市民

ニーズ・社会経済情勢を捉えた多様で柔軟なサービスの提供が行われています。」の実現に向け

た施策 

 

①公共施設などにおける多様で柔軟なサービスの提供 

○市民ニーズや社会経済情勢に応じ、デジタル技術の進展等を見据えた多様で柔軟なサービスを提

供するため、老朽化した区役所などの公共施設の更新に合わせて、民間の活力やノウハウを活用

しながら、施設の集約化・複合化を行うほか、既存施設を含め、効果的なレイアウト整備等によ

る空間活用の最適化を進めます。 

 

⑶目指す姿３「道路や広場などの都市基盤等の空間が有効に利活用され、まちにゆとりやにぎわい

が生まれています。」の実現に向けた施策 

 

①道路や広場などの空間の有効な利活用 

○道路や広場などの公共的な空間において、多様な活動やにぎわいを創出するため、空間の有効活

用を見据えながら施設のリニューアル等を行います。 

○“人”中心の居心地が良く歩きたくなる空間を形成するため、官民の都市基盤における屋内及び

屋外の空間や未利用地などの利活用を促進するほか、安全・快適に滞在することができる空間な

どの創出を行います。 
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まちづくりの基本目標の実現度合い（５段階評価） 現状値（令和４年

度（2022年度）） 

目標値（令和 13年

度（2031年度）） 

「コンパクトで人にやさしい快適なまち」が実現してい

る 

３．４３ ３．７０ 

「世界を引きつける魅力と活力あふれるまち」が実現し

ている 

３．３２ ３．６０ 

「都市基盤を適切に維持・更新し、最大限利活用するま

ち」が実現している 

２．９８ ３．３０ 

 

  

市民評価 

都市空間イメージ図 
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第３章 行財政運営の方向性 
 

 

１ 行財政運営における現状 

２ 行政運営の目指す姿と取組方針・取組例 

３ 財政運営の視点と取組方針 

４ 「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針  

５ 中期実施計画や個別計画の策定などによる施策の推進 
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第３章 行財政運営の方向性 

これまで、ビジョン編に掲げる「目指すべき都市像」の実現に向けて、第１章では「分野横断的に

取り組む施策」を、第２章では「まちづくりの基本目標ごとに取り組む施策」を定めてきました。 

「目指すべき都市像」では、子どもから大人までのあらゆる世代のひとや多様なひとが交わり、一

人一人の「思い」がつながって、新しい時代にふさわしい真に豊かな暮らしを創り、様々な分野にお

いて新たな価値を生み出す将来を描いています。 

この都市像の実現に向けては、行政職員一人一人の、市民の命を守る最後のとりでとしての意識や、

個人や地域が引き受けることができない分野を担う責任感などの「思い」を紡ぎ、多様な主体と共に

額に汗することで、市民目線の市政運営につなげていかなくてはなりません。 

そのため、この章では、第１章と第２章に定める施策を着実に、かつ、より効果的に推進していく

ために、現状を踏まえて行財政運営における今後の方向性を定めるとともに、札幌市が北海道やさっ

ぽろ圏の中心都市として発揮すべき役割に関する「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針

などを定めます。 

１ 行財政運営における現状  

 

（1）市民ニーズの多様化・複雑化 

少子高齢化の進行、価値観やライフスタイルの多様化などに伴い、行政に対する市民ニーズはます

ます多様化・複雑化していることから、今後は市民ニーズをより的確に捉えながら、市民の視点に立

った行政サービスを提供し、市民生活の質を向上していく必要があります。 

 

（2）頻発する自然災害や感染症の感染拡大への対応 

昨今頻発する自然災害や感染症の感染拡大への対応に

当たっては、市民などへの情報発信や広報を強化すると

ともに、組織として通常業務と自然災害等への対応業務

を両立させていくため、場所を問わず時間を有効に活用

しながら業務を継続できる環境の整備や業務の効率化等

により、人的資源を創出していくことが必要になります。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に当たっ

ては、財政運営の面においても、感染症対策のため、国

からの交付金や財政調整基金を財源とした補正予算を計

上するなど、機動的な対応が求められました。 

  

▼財政調整基金の推移 

175 173 
192 

164 
201 

224 
259 

319 311 

229 

（億円） 

H25  26  27  28  29  30  R1 2  3  4 

（見込） 
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（3）複雑化する福祉課題 

福祉分野において、老老介護138や介護と育児の

双方に直面する世帯、感染症を経ての生活困窮、

孤独・孤立の問題、ヤングケアラーへの支援など、

従前と比べて複合的な課題が顕在化していると

いえます。 

また、児童虐待への対応に当たっては、死亡事

案等に関し、ここ十数年の間に５回の検証報告が

なされ、令和元年（２０１９年）６月に発生した

女児死亡事案139の検証報告書では、「市民の困難を

共感的に洞察し、協働の文化を持つ組織になる必要」との指摘を受けています。 

財政面においては、社会保障制度の生活保護・児童福祉・障がい福祉に要する経費である扶助費の

推移を見ると、子育て世帯や障がいのある方への支援の充実などにより、近年増加傾向にあります。 

 

（4）限られた経営資源 

札幌市の歳入・歳出総額は増加傾向にありますが、歳入に占める税収の割合が低く、地方交付税へ

の依存度が高い状況にあります。また、歳出では児童福祉や障がい福祉を含む保健福祉費が年々増加

しているほか、公共施設の老朽化も進んでいることから、今後更に財政構造が硬直化することが想定

されます。 

加えて、人口減少が進み、従来のように職員を確保することができない時代の到来が見込まれる中、

上述の市民ニーズの多様化・複雑化、頻発する自然災害や感染症の感染拡大による行政需要の高まり

等に対応していくためには、従来の行財政運営では、人員や予算などの「経営資源」が不足すること

が見込まれます。 

このため、外部人材を効果的に活用しつつ、今ある職員の能力を最大限発揮させることが必要とな

るほか、既存事業・施設・サービスの見直しなど、経営資源の分配がますます重要になってきており、

課題解決に当たっては、市民、企業、各種団体などの様々な主体と連携して取り組んでいくことがこ

れまで以上に求められます。 

 

 
138 【老老介護】65歳以上の高齢者を 65歳以上の高齢者が介護する状態。 
139 【女児死亡事案】令和元年（２０１９年）６月に２歳女児が死亡した事案。「札幌市子ども・子育て会議児童福祉部会」におい

て事案の経緯などの分析や問題点・課題の整理が行われ、札幌市における児童虐待防止に向けた支援の在り方などが検

証報告書として取りまとめられ、令和２年（２０２０年）３月に提言されている。 

▼扶助費の推移 
（億円） 

1,284 

1,279 

1,308 

1,281 

1,278 

1,020 

1,005 

1,000 

962 

867 

1,019 

920 

869 

810 

776 
H30 

R1 

R2 

R3 

R4 

3,089 

3,228 

3,367 

3,415 

3,544 
生活保護  児童福祉  障がい福祉 
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▼歳入総額の推移 

▼歳出総額の推移 
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２ 行政運営の目指す姿と取組方針・取組例  

 今後の行政運営に当たっては、市民の利便性の向上に資することはもとより、諸課題に対応した質

の高い行政サービスを持続的に提供していくことが求められることから、注力すべき事柄を明確にし

た上で、最小限のコストで効果の最大化を図っていくことが必要です。 

また、地方自治の前提として、行政と市民との間の信頼関係の構築が不可欠であることから、市民

感覚を大切にしながら、市民が抱える課題を適切に理解・把握の上、科学的根拠に基づいた政策立案・

運営、戦略的な広報などを併せて行っていくことが求められます。 

ここでは、行政運営の方向性として、「行政運営の目指す姿」を次のとおり定めます。 

 

“市民のために、協働し、挑戦する市役所” 

○市民の困りごとや不安に共感し、市民に寄り添うことを原点に、市民視点に立って 

考え、行動し、期待に応えます。 

○制度をまたぐ複合的な課題を解決するための市役所内での組織横断的な協働文化 

の醸成はもとより、様々な課題に対応した行政サービスを隙間なく提供するため、 

多様な機関・団体との協働・連携を進めます。 

○市民に信頼される市役所を目指し、前例に縛られず、たゆまぬ市役所改革に挑戦し 

続けます。 

 

 次に、この行政運営の目指す姿を実現するための取組方針を次のように定めます。 

 

 

誰もが安心して快適に住み続けられるよう、ますます多様化・複雑化する市民ニーズを的確に捉え

ながら、市民一人一人の状況に応じたきめ細かな対応を行うほか、デジタル技術の活用により必ずし

も市民の来庁を必要としない環境を実現するなど、行政サービスの高度化を図ります。 

また、市政情報をより効果的に提供・発信し、市政に対する市民の信頼感を醸成していきます。 

【主な取組の方向性】※括弧内は取組例を指す（第３章において同じ）。 

○多様な市民ニーズへのきめ細やかな行政サービス提供体制の構築（複合的な福祉課題を抱える市

民への支援体制の構築、子ども・子育て家庭への支援体制の強化など） 

○デジタル化や区役所改革など市民目線の行政サービスの構築(行政手続のオンライン化の推進、

書かない窓口の実現に向けた取組、オンライン相談の実施など) 

○市民感覚を踏まえた戦略的な広報の推進（札幌市ホームページの再構築、クロスメディア広報140

の実施など） 

 

 

 

 
140 【クロスメディア広報】各種メディアの特性を踏まえ、複数のメディアを組み合わせることによる相乗効果により、効果的に

情報発信をすることで、市民の能動的な行動につなげる広報 

①行政サービスの高度化 

 

行政運営の目指す姿 
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限られた経営資源の中でより質の高い行政サービスを将来にわたり提供していくため、行政のデジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）を計画的に進めることにより、生産性の向上を図るとともに、

科学的根拠に基づく業務プロセスの再構築や徹底した事業の見直しなど、不断の市役所改革に取り組

み、事業効果の最大化を図ります。 

【主な取組の方向性】   

○業務の見える化などの根拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ141や行政評価制度142の効果的な運用など） 

○デジタルツールの活用などによる行政ＤＸの更なる推進（ＩＣＴツールの導入効果を最大化する

ための紙媒体資料の電子化など）  

○業務の集約化・業務プロセスの最適化の取組（行政事務センター143の更なる活用、要介護認定事

務等の個別業務の集約化など） 

 

 

社会的課題が複雑化・高度化していく中で、行政だけで課題解決を図ることがますます困難になっ

ていくことが見込まれるため、市民や企業、大学、各種団体などの創意工夫を生かした社会全体によ

る課題解決の重要性が増しております。今後は、様々な主体との連携・協働を推進し、新たな価値を

共に創出することにより、課題解決に取り組んでいきます。 

【主な取組の方向性】   

○市政への市民参加の推進（市民意見の的確な把握や市政への反映に向けた仕組みづくり、市民参

加の促進のための戦略的な情報発信など） 

○民間活力の導入などの多様な主体との連携による行政運営（民間の発想の行政運営への反映や多

様な主体との連携・協働体制の構築、官民連携による施設整備・運営の促進、成果連動型民間委

託144の活用、出資団体・他自治体との連携推進など） 

 

 

変化する社会経済情勢や多様な課題に柔軟に対応していくため、従来の価値観にとらわれずに広い

視野を持つ職員を育成するとともに、こうした状況に迅速かつ効果的に適応できる組織づくりを推進

していくことにより、行政経営の質を向上させます。 

【主な取組の方向性】   

○外部人材の登用を含む職員の確保（採用試験制度の見直し、外部人材の任用など）    

○職員力・専門性を向上させる人材の育成と意識改革（キャリア形成につながる研修・人事配置な

ど) 

 
141 【EBPM】Evidence-Based Policy Making（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）の略。政策の企画をその場

限りの事例や体験（エピソード）に頼るのではなく、政策目的を明確化した上で合理的根拠（エビデンス）に基づくものとする

こと。 
142 【行政評価制度】全ての事業や施策を評価し、その結果を公開することにより、より効果的かつ効率的な行政運営の推進

と市政に関する透明性を確保することを目的とした制度 
143 【行政事務センター】業務の効率化を進め、職員が注力すべき業務に人的資源を集中させるため、各種申請の受付処理

やデータ入力といった定型的な業務を集約して実施する組織。令和 3年（2021年）6月に設置。 
144 【成果連動型民間委託】行政課題の解決に対応した成果指標値を設定し、その改善状況に連動して委託費を支払う契約

方式。民間事業者の裁量に応じてより高い成果の創出を期待できる。 

②不断の行政改革の推進 

③多様な主体による連携・協働の推進 

④職員力と組織力の向上 
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○誰もが活躍できる職場環境の整備（テレワークの促進等の柔軟な働き方を支援する取組など） 

○変化に柔軟に対応できる組織マネジメント力の強化（管理職のマネジメント力向上の取組や職員

エンゲージメント145の向上施策の実施など） 

○組織間の横の連携強化などのオープンでフラットな組織づくりの推進（柔軟な組織運営の実現、

縦割り打破に向けた継続的な取組など） 

  

 
145 【職員エンゲージメント】組織や仕事に対して自発的な貢献意欲を持ち、主体的に取り組んでいる心理状態やその指標 
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３ 財政運営の視点と取組方針  

人口減少社会や超高齢社会の到来による社会保障費の増大や老朽化した公共施設の更新費の増加

に加え、新型コロナウイルス感染症対策経費の増加など、今後の財政運営においては、一層不透明さ

が増しています。 

札幌市は、政令指定都市の中でも、大規模な企業が少ないことなどにより市税収入が少ないことか

ら、標準的な行政サービスを自らまかなえる割合が低く、財政基盤が弱いと言えます。 

また、扶助費や人件費など義務的な経費に経常的に支出される割合が高いことから、財政の弾力性

や自由度が低くなっています。 

ここでは、財政運営の方向性として、「財政運営の視点」を次のとおり定めます。 

 

 

〇メリハリの効いた財政運営 

札幌市の資源を生かし、新たな価値を生み出して国内外から活力を呼び込むため、行政需要の優 

先度を見極めながら、子育て支援、誰もが生涯活躍できる環境づくり、都心の魅力向上や産業の育 

成など、未来への投資に積極的に資源を配分します。 

 

〇持続可能な財政構造に向けた不断の見直し 

行政が行うべき役割、サービスの水準、法定外目的税146の導入を含めた受益者負担のあり方など 

についての検証・評価に基づき、事業の再編・再構築を推進します。 

 

〇将来世代に過度な負担を残さない健全な財政運営 

中長期的な財政の持続可能性を見据えた上で、市債の適切な管理、民間活力等の活用を含めた公 

共施設の整備・更新の管理などにより、将来世代に責任ある財政運営を堅持します。 

 

 次に、この財政運営の視点に基づく施策の取組方針を次のように定めます。 

 

 

長期的な財政見通しを試算した上で、中期の期間において事業費と財源の大枠を示し、都市基盤の再整

備や子ども・子育て支援など、資源を重点的に配分した施策を確実に実施します。 

また、時代や市民のニーズに応じて迅速かつ柔軟に各種施策を実施し、より一層の成果につながるよう、

予算編成における各局のマネジメント機能を強化するとともに、各局における自主的な事務事業の見直しを

推進し、予算編成を行っていきます。 

【主な取組の方向性】   

○中長期の見通しを踏まえた予算編成 

○公共施設マネジメント147の推進 

 

 
146 【法定外目的税】地方税法に定めのある税目以外の税目の地方税で、用途が明確にされたもの 
147 【公共施設マネジメント】公共施設等の全体の状況を把握しながら、中長期的な視点を踏まえた計画的な更新・統廃合・長

寿命化の実施による財政負担の軽減・平準化や最適な配置の実現に向けて、公共施設などを管理する仕組み 

 

財政運営の視点 

①計画的な財政運営 
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将来にわたって持続可能なまちづくりを進めていくため、歳入・歳出の全般にわたる見直しを進めます。 

また、行政評価制度の効果的な運用など、事業の検証・評価と再編・再構築を進める「事業見直しサイク

ル」の確立に取り組みます。 

【主な取組の方向性】   

○行政サービスや受益者負担の水準の在り方の検討 

○事業効果に着目した事業見直しサイクルの確立 

 

 

持続可能な財政構造への転換を進めていくため、市税などの自主財源を中心とした財政基盤の強化を

図るとともに、財産の戦略的な活用を進めます。 

【主な取組の方向性】   

○税源かん養148の推進 

○公有財産の戦略的な活用 

〇法定外目的税の導入に関する調査・検討 

 

 

将来世代に過度な負担を残さないよう、長期的な財政見通しを試算の上、市債管理の考え方や将来の財

政需要に対応する基金活用の方向性を定め、財政規律を堅持します。 

【主な取組の方向性】   

○市債の適切な管理 

○基金の戦略的活用 

  

 
148 【税源かん養】無理をすることなく、安定した税財源を確保・創出すること。ここでは、ふるさと納税の仕組み等を活用した

直接的な財源確保に向けた取組だけでなく、産業の育成や企業誘致により税収の増加を目指すといったような間接的な財

源確保に向けた取組を含む。 

②歳入・歳出の改革 

③財政基盤の強化 

④財政規律の堅持 
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４ 「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針  

今後の人口構造の変化に伴い、税収の減少や行政運営のための人的資源の不足が想定される中にあ

っても、自治体は持続可能な行政サービスを提供し続け、住民福祉の水準を維持・向上させていくこ

とが求められます。 

加えて、少子高齢化や人口減少社会の到来、頻発する自然災害や感染症の感染拡大等の札幌市だけ

では解決できない多様な社会課題に対応していくためには、広域自治体である北海道との連携のほか、

道内他市町村との連携などをこれまで以上に推進していくことが重要になります。 

こうした連携を進めていくに当たっては、それぞれが有する強みを生かすとともに、情報を共有し

ながら、資源を融通し合うなど、自治体の枠を超えた連携を行っていく必要があります。  

これらの観点を踏まえ、ここでは「北海道と共に発展する札幌市」に向けた取組方針を次のように

定めます。 

 

 

札幌市と北海道の発展は一体の関係にあることから、北海道全体の活性化を図るため、相互に連携・

協力を深めていきます。  

【主な取組の方向性】   

○関係人口149の創出（地域に目を向ける機会の創出プログラムの実施など） 

〇自治体間の制度連携（パートナーシップ宣誓制度150の自治体間連携など） 

○道内各地の魅力発信（札幌市が保有するツールを活用した広報の推進など） 

○脱炭素社会の早期実現に向けた取組（道内各地で発電された再生可能エネルギー電力の市内利用、

道産木材の利用促進など） 

 

 

連携中枢都市である札幌市が圏域全体の経済をけん引し、圏域

の住民全体の暮らしを支えるという観点から、さっぽろ連携中枢

都市圏において、様々な分野における連携の深化を図ります。 

 

【主な取組の方向性】   

○経済成長のけん引(企業誘致における連携、観光資源の共同プロモーションなど)  

〇都市機能の活用（公共施設の相互利用など） 

○生活機能の向上（救急医療の維持・向上に向けた取組の推進、地域公共交通の維持・向上に向け

た取組など） 

○人材育成の推進（地元定着の促進など） 

  

 
149 【関係人口】定住人口でもなく、観光による交流人口でもない、地域と多様に関わる人々を指す表現 
150 【パートナーシップ宣誓制度】一方か双方が性的マイノリティである二人が、お互いを人生のパートナーとして互いに協力

し合うことを約束した関係であることを宣誓する制度 

②さっぽろ連携中枢都市圏における連携の深化 

①北海道や道内他市町村との連携 

＜資料＞札幌市 



95 

 

５ 中期実施計画151や個別計画の策定などによる施策の推進 

今後、将来にわたって持続可能なまちづくりを進めていくよう長期的な財政見通しを試算した上で、

この戦略編の方向性や視点に沿って、中期実施計画（計画期間は４・５年程度）を策定していくとと

もに、各分野における個別計画の策定や見直しを行いながら、具体的な取組を進めていくことにより、

施策の着実な推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
151 【中期実施計画】第２次戦略ビジョンに示すまちづくりの基本的な方向に沿った施策を計画的・効果的に推進していくため、

短中期間で取り組む具体的な事業について定めるとともに、各年度の予算編成や事業執行の指針として策定する計画 

個
別
計
画 第２次戦略ビジョンの基本的な方向に沿って 

様々な分野における個別計画を策定 

個別計画 


